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(57)【要約】
活性剤送達分散体は、水と、それぞれ活性剤分散体の総重量に対して１～９８重量％の、
水中に分散した複数のカプセル化粒子と、０．１～２０重量％の活性剤と、を含む。活性
剤は、複数のカプセル化粒子とは独立して水中に分散する。粒子のそれぞれは、コアと、
コアの周りに配置されるシリカを含む層と、を含む。該複数のカプセル化粒子は、カプセ
ル化粒子の第１及び第２の集団を含む。第１の集団のコアは、１分子当たり少なくとも２
個のケイ素結合アルケニル基を有する第１のオルガノポリシロキサンと、ヒドロシリル化
触媒と、を含む。第２の集団のコアは、１分子当たり平均３個以上のケイ素結合水素原子
を有するオルガノハイドロジェンシロキサンと、１分子当たり少なくとも２個のケイ素結
合アルケニル基を有する第２のオルガノポリシロキサンと、を含む。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ａ．水と、
　Ｂ．活性剤送達分散体の総重量に対して１～９８重量％の、水中に分散した複数のカプ
セル化粒子と、
　Ｃ．前記分散体の総重量に対して０．０１～２０重量％の、前記複数のカプセル化粒子
とは独立して前記水中に分散した活性剤と、
を含む活性剤送達分散体であって、
　前記粒子のそれぞれが、コアと、該コアの周りに配置されるシリカを含む層と、を含み
、
　前記複数のカプセル化粒子は、
　　（ｉ）前記コアが、
　　　（ａ）１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第１のオル
ガノポリシロキサン、及び
　　　（ｂ）ヒドロシリル化触媒、を含む、カプセル化粒子の第１の集団と、
　　（ｉｉ）前記コアが、
　　　（ｃ）１分子当たり平均３個以上のケイ素結合水素原子を有するオルガノハイドロ
ジェンシロキサン、及び
　　　（ｄ）前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンと同じ又は異なる、１分子当たり
少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第２のオルガノポリシロキサン、を含
む、カプセル化粒子の第２の集団と、
を含む、活性剤送達分散体。
【請求項２】
　前記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンの前記ケイ素結合水素原子が、前記（ａ
）第１のオルガノポリシロキサンの前記ケイ素結合アルケニル基とのモル比約１～約４で
存在する、請求項１に記載の分散体。
【請求項３】
　前記成分（ｃ）の前記ケイ素結合水素原子が、前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサ
ンの前記ケイ素結合アルケニル基とのモル比約３～約１０で存在する、請求項１に記載の
分散体。
【請求項４】
　前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンが、それぞれが独立して平均式：Ｒ２ＲｍＳ
ｉＯ（４－ｍ）／２

　［式中、各Ｒが独立して、１～２０個の炭素原子を有する炭化水素基であり、
　各Ｒ２が、一価のアルケニル脂肪族基であり、
　ｍが０～２の数である］
　を有する、１分子当たり少なくとも２個のシロキサン単位を含む、請求項１～３のいず
れか一項に記載の分散体。
【請求項５】
　前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンが、
　ＣＨ２＝ＣＨ（Ｍｅ）２ＳｉＯ［Ｍｅ２ＳｉＯ］ｘ’Ｓｉ（Ｍｅ）２ＣＨ＝ＣＨ２、
　ＣＨ２＝ＣＨ－（ＣＨ２）４－（Ｍｅ）２ＳｉＯ［Ｍｅ２ＳｉＯ］ｘ’Ｓｉ（Ｍｅ）２

－（ＣＨ２）４－ＣＨ＝ＣＨ２、又は
　Ｍｅ３ＳｉＯ［（Ｍｅ）２ＳｉＯ］ｘ’［ＣＨ２＝ＣＨ（Ｍｅ）ＳｉＯ］ｘ”ＳｉＭｅ

３

［式中、Ｍｅがメチルであり、ｘ’≧０、及びｘ”≧２である］
として更に定義される平均式を有する、請求項１～３のいずれか一項に記載の分散体。
【請求項６】
　前記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンが、平均式：（Ｒ３

３ＳｉＯ１／２）ａ

（Ｒ４
２ＳｉＯ２／２）ｂ（Ｒ４ＨＳｉＯ２／２）ｃ
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［式中、各Ｒ３が独立して、水素原子又はＲ４であり、
　各Ｒ４が独立して、１～１０個の炭素原子を有する一価ヒドロカルビルであり、
　ａ≧２、ｂ≧０、及びｃ≧２である］
を有する、請求項１～５のいずれか一項に記載の分散体。
【請求項７】
　前記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンが、平均式：（ＣＨ３）３ＳｉＯ［（Ｃ
Ｈ３）２ＳｉＯ］ｂ［（ＣＨ３）ＨＳｉＯ］ｃＳｉ（ＣＨ３）３

［式中、ｂ≧０、及びｃ≧２である］
を有するジメチル・メチル水素ポリシロキサンとして更に定義される、請求項１～５のい
ずれか一項に記載の分散体。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか一項に記載の分散体の形成方法。
【請求項９】
　Ａ．前記（ａ）オルガノポリシロキサンと、前記（ｂ）ヒドロシリル化触媒と、を含む
、第１の油相を形成する工程と、
　Ｂ．前記第１の油相を、界面活性剤を含む水相と組み合わせて、油／水界面を有する水
中油型エマルションを形成する工程と、
　Ｃ．前記水中油型エマルションにテトラアルコキシシランを添加する工程と、
　Ｄ．前記エマルションの油／水界面で前記テトラアルコキシシランを重合させて、前記
カプセル化粒子の第１の集団を形成する工程であって、前記カプセル化粒子の第１の集団
の前記コアの周りに配置される層はシリカである工程と、
　Ｅ．前記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンと前記（ｄ）第２のオルガノポリシ
ロキサンとを含む第２の油相を形成する工程と、
　Ｆ．工程Ｂ～Ｄを繰り返して、前記カプセル化粒子の第２の集団を形成する工程であっ
て、前記カプセル化粒子の第２の集団のコアの周りに配置される層はシリカである工程と
、
　Ｇ．前記カプセル化粒子の第１及び第２の集団を組み合わせて分散体を形成する工程と
、を含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　Ａ．フィルムの総重量に対して少なくとも４０重量％の硬化オルガノポリシロキサンと
、
　Ｂ．フィルムの総重量に対して０．０２～６０重量％の、前記硬化オルガノポリシロキ
サン中に分散した活性剤と、を含むフィルムであって、
　該硬化オルガノポリシロキサンが、粒子のそれぞれがコアと該コアの周りに配置される
シリカを含む層とを含む複数のカプセル化粒子から形成され、
　該複数のカプセル化粒子は、
　　（ｉ）前記コアが、
　　　（ａ）１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第１のオル
ガノポリシロキサン、及び
　　　（ｂ）ヒドロシリル化触媒、を含む、カプセル化粒子の第１の集団と、
　　（ｉｉ）前記コアが、
　　　（ｃ）１分子当たり平均３個以上のケイ素結合水素原子を有するオルガノハイドロ
ジェンシロキサン、及び
　　　（ｄ）前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンと同じ又は異なる、１分子当たり
少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第２のオルガノポリシロキサン、を含
む、カプセル化粒子の第２の集団と、
を含み、
　前記硬化オルガノポリシロキサンが、前記（ｂ）ヒドロシリル化触媒の存在下での、前
記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンと前記（ｄ）第２のオルガノポリシロキサンと前
記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンとの反応生成物を含む、
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フィルム。
【請求項１１】
　前記フィルムの総重量に対して少なくとも９０重量％の前記硬化オルガノポリシロキサ
ン、及び、１～６重量％の前記活性剤を含む、請求項１０に記載のフィルム。
【請求項１２】
　前記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンの前記ケイ素結合水素原子が、前記（ａ
）第１のオルガノポリシロキサンの前記ケイ素結合アルケニル基とのモル比約１～約４で
存在する、請求項１１に記載のフィルム。
【請求項１３】
　前記成分（ｃ）の前記ケイ素結合水素原子が、前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサ
ンの前記ケイ素結合アルケニル基とのモル比約３～約１０で存在する、請求項１１に記載
のフィルム。
【請求項１４】
　前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンが、それぞれが独立して平均式：Ｒ２ＲｍＳ
ｉＯ（４－ｍ）／２

　［式中、各Ｒは独立して、１～２０個の炭素原子を有する炭化水素基であり、
　各Ｒ２が、一価のアルケニル脂肪族基であり、
　ｍが０～２の数である］
を有する１分子当たり少なくとも２個のシロキサン単位を含む、請求項１０～１３のいず
れか一項に記載のフィルム。
【請求項１５】
　前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンが、
　ＣＨ２＝ＣＨ（Ｍｅ）２ＳｉＯ［Ｍｅ２ＳｉＯ］ｘ’Ｓｉ（Ｍｅ）２ＣＨ＝ＣＨ２、
　ＣＨ２＝ＣＨ－（ＣＨ２）４－（Ｍｅ）２ＳｉＯ［Ｍｅ２ＳｉＯ］ｘ’Ｓｉ（Ｍｅ）２

－（ＣＨ２）４－ＣＨ＝ＣＨ２、又は
　Ｍｅ３ＳｉＯ［（Ｍｅ）２ＳｉＯ］ｘ’［ＣＨ２＝ＣＨ（Ｍｅ）ＳｉＯ］ｘ”ＳｉＭｅ

３、
［式中、Ｍｅがメチルであり、ｘ’≧０、及びｘ”≧２である］
として更に定義される平均式を有する、請求項１０～１３のいずれか一項に記載のフィル
ム。
【請求項１６】
　前記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンが、平均式：（Ｒ３

３ＳｉＯ１／２）ａ

（Ｒ４
２ＳｉＯ２／２）ｂ（Ｒ４ＨＳｉＯ２／２）ｃ

　［各Ｒ３が独立して、水素原子又はＲ４であり、
　各Ｒ４が独立して、１～１０個の炭素原子を有する一価ヒドロカルビルであり、
　ａ≧２、ｂ≧０、及びｃ≧２である］
を有する、請求項１０～１５のいずれか一項に記載のフィルム。
【請求項１７】
　前記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンが、平均式：（ＣＨ３）３ＳｉＯ［（Ｃ
Ｈ３）２ＳｉＯ］ｂ［（ＣＨ３）ＨＳｉＯ］ｃＳｉ（ＣＨ３）３

［式中、ｂ≧０、及びｃ≧２である］
を有するジメチル・メチル水素ポリシロキサンとして更に定義される、請求項１０～１５
のいずれか一項に記載のフィルム。
【請求項１８】
　経皮フィルムとして更に定義される、請求項１０～１７のいずれか一項に記載のフィル
ム。
【請求項１９】
　フィルムの総重量に対して少なくとも４０重量％の硬化オルガノポリシロキサンと、フ
ィルムの総重量に対して１～６０重量％の、前記硬化オルガノポリシロキサン中に分散し
た活性剤と、を含む、フィルムの形成方法であって、
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　前記フィルムを形成するために、分散体を基材に塗布する工程を含み、
　該分散体は、
　Ａ．水と、
　Ｂ．前記分散体の総重量に対して１～９８重量％の、水中に分散した複数のカプセル化
粒子と、
　Ｃ．前記分散体の総重量に対して０．１～２０重量％の、前記複数のカプセル化粒子と
は独立して水中に分散した活性剤と、を含み、
　該粒子のそれぞれは、コアと、該コアの周りに配置されるシリカを含む層と、を含み、
　前記複数のカプセル化粒子は、
　　（ｉ）前記コアが、
　　　（ａ）１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第１のオル
ガノポリシロキサン、及び
　　　（ｂ）ヒドロシリル化触媒を含む、カプセル化粒子の第１の集団と、
　　（ｉｉ）前記コアが、
　　　（ｃ）１分子当たり平均３個以上のケイ素結合水素原子を有するオルガノハイドロ
ジェンシロキサン、及び
　　　（ｄ）前記（ａ）の第１のオルガノポリシロキサンと同じ又は異なる、１分子当た
り少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第２のオルガノポリシロキサン、を
含む、カプセル化粒子の第２の集団と、
を含む、フィルムの形成方法。
【請求項２０】
　前記フィルムが、前記フィルムの総重量に対して少なくとも９０重量％の前記硬化オル
ガノポリシロキサン、及び、１～６重量％の前記活性剤を含む、請求項１９に記載の方法
。
【請求項２１】
　前記（ｉ）第１のオルガノポリシロキサンと前記（ｉｖ）第２のオルガノポリシロキサ
ンとが、前記（ｉｉ）ヒドロシリル化触媒の存在下で前記（ｉｉｉ）オルガノハイドロジ
ェンシロキサンと反応して、前記硬化オルガノポリシロキサンを形成するように、前記第
１及び第２の集団の両方からの１種以上のカプセル化粒子を破裂させる工程を更に含む、
請求項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　前記破裂させる工程が、前記分散体に破裂助剤を添加することとして更に定義される、
請求項２１に記載の方法。
【請求項２３】
　前記破裂させる工程が、前記分散体を加熱することとして更に定義される、請求項２１
又は２２に記載の方法。
【請求項２４】
　前記基材が皮膚として更に定義され、
　前記フィルムが経皮フィルムとして更に定義され、
　前記（ｉ）第１のオルガノポリシロキサンが、それぞれが独立して平均式：Ｒ２ＲｍＳ
ｉＯ（４－ｍ）／２

［式中、各Ｒが独立して、１～２０個の炭素原子を有する炭化水素基であり、
　各Ｒ２が、一価のアルケニル脂肪族基であり、
　ｍが０～２の数である］
を有する１分子当たり少なくとも２個のシロキサン単位を含み、
　前記（ｉｉｉ）オルガノハイドロジェンシロキサンが、平均式：（Ｒ３

３ＳｉＯ１／２

）ａ（Ｒ４
２ＳｉＯ２／２）ｂ（Ｒ４ＨＳｉＯ２／２）ｃ

［式中、各Ｒ３が独立して、水素原子又はＲ４であり、
　各Ｒ４が独立して、１～１０個の炭素原子を有する一価ヒドロカルビルであり、
　ａ≧２、ｂ≧０、及びｃ≧２である］
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を有する、請求項１９～２３のいずれか一項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、一般に、それぞれがコアとコアの周りに配置されるシリカを含む層とを有す
る、第１及び第２の集団を含む複数のカプセル化粒子を含む活性剤送達分散体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　水性のヒドロシリル化硬化性シロキサン組成物は、数多くの工業プロセスにおいて一般
に用いられている。組成物は、第１のエマルションがヒドロシリル化触媒及びビニル末端
ポリジメチルシロキサン（ＰＤＭＳ）を含有し、第２のエマルションがオルガノハイドロ
ジェンシロキサンを含有する、２液型エマルションシステムである。第１及び第２のエマ
ルションを組み合わせる場合、エマルション由来の成分が一緒に拡散することから望まし
くない熟成現象が生じ、時期尚早かつ不要な反応及び硬化が生じる傾向がある。この可能
性を最小限に抑えるために、硬化阻害剤がエマルションの一方又は両方に加えられて、「
浴寿命」を延長しかつ時期尚早な硬化を最小限にする。これら組成物は、高温での硬化阻
害剤の蒸発によって硬化させることができる。硬化阻害剤の使用は、エマルションの複雑
さ及びコストを増大させ、エマルションを形成し、組成物を硬化するのに必要な時間を長
くする。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　したがって、水性用途に用いるための改善された硬化性シロキサン組成物を開発する余
地が残されている。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本開示は活性剤送達分散体を提供する。分散体は、水と、活性剤分散体の総重量に対し
て１～９８重量％の、水中に分散した複数のカプセル化粒子と、を含む。粒子のそれぞれ
は、コアと、コアの周りに配置されるシリカを含む層と、を含む。複数のカプセル粒子は
、カプセル化粒子の第１の集団と第２の集団とを含む。粒子の第１の集団のコアは、１分
子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第１のオルガノポリシロキサ
ンと、ヒドロシリル化触媒と、を含む。粒子の第２の集団のコアは、１分子当たり平均３
個以上のケイ素結合水素原子を有するオルガノハイドロジェンシロキサンと、第１のオル
ガノポリシロキサンと同じ又は異なる、１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケ
ニル基を有する第２のオルガノポリシロキサンと、を含む。分散体はまた、同様に分散体
の総重量に対して０．０１～２０重量％の、複数のカプセル化粒子とは独立して水中に分
散した活性剤を含む。本開示はまた、複数のカプセル化粒子から形成される硬化オルガノ
ポリシロキサンを含み、更に、硬化オルガノポリシロキサン中に分散した０．０２～６０
重量％の活性剤を含むフィルムを提供する。
【０００５】
　カプセル化粒子は、第１及び第２のオルガノポリシロキサンと、オルガノハイドロジェ
ンシロキサンとを、制御された環境下で効果的に組み合わせかつ反応させるのを可能にす
る。粒子の第２の集団中の第２のオルガノポリシロキサンは、更に、ケイ素結合水素原子
の濃度とヒドロシリル化触媒の濃度とを均衡させ、それによって、時期尚早な反応及び硬
化を最小限に抑え、かつ制御された及びバランスのとれた硬化を促進する。更に、カプセ
ル化粒子は硬化阻害剤を使用する必要性を最小限に抑え、それによって分散体の複雑さ及
びコストを低減する。更に、フィルムは、活性剤を、変化が最小限度に抑えられた予想可
能な速度で、有効かつ効果的に送達する。カプセル化粒子はまた、フィルムの継続性の改
善に寄与し、フィルムを閉鎖性、透過性、及び展延性に関してカスタマイズできるように
する。
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【図面の簡単な説明】
【０００６】
　本開示の他の利点は容易に理解されるが、以下の発明を実施するための形態を参照し、
添付の図面と併せて考慮することによってより良く理解される。
【図１Ａ】コアと、コアの周りに配置されたシリカ層と、を含む、１つのカプセル化粒子
を示す顕微鏡写真。
【図１Ｂ】図１Ａの顕微鏡写真の拡大図。
【図２Ａ】カプセル化粒子のコアの反応を起こさせる、粒子の凝結、合体、及び破損の概
要。
【図２Ｂ】カプセル化粒子の凝集及び合体を示す顕微鏡写真。
【図２Ｃ】カプセル化粒子のコアの反応を起こさせる、粒子の破損を示す顕微鏡写真。
【図３】本開示の様々なフィルム中の未反応オルガノポリシロキサン／オルガノハイドロ
ジェンシロキサンの可抽出物のパーセントを、カプセル化粒子の硬化反応時間及び老化の
関数として示す線グラフ。
【図４】第１のコラーゲン膜、その上に配置された本開示のフィルムの実施形態を含む追
加のコラーゲン膜、及びそれぞれがその上に配置された比較用のフィルムを含む２つの追
加のコラーゲン膜の水蒸気透過性を示す棒グラフ。
【図５】洗浄回数の関数としての人間の皮膚上に残存するフィルムの量から明らかとなる
、本開示のフィルムの２つの実施形態、及び２つの比較用のフィルムの洗浄回数の関数と
しての永続率を示す棒グラフ。
【図６】活性剤を皮膚に送達するために用いられる市販製品であるＫｅｌｏ－ｃｏｔｅか
ら形成されたフィルムの時間の関数としての永続率と比較した、本開示のフィルムの一実
施形態の時間の関数としての永続率を示す線グラフ。
【図７】市販製品であるＫｅｌｏ－ｃｏｔｅから形成されたフィルムと比較した、本開示
のフィルムの一実施形態の知覚特性のグラフ。
【図８】リドカインを皮膚に送達するために用いられる市販製品であるＥＭＬＡから形成
されたフィルムと比較した、本開示のフィルムの一実施形態のブタの皮膚を通した累積リ
ドカイン浸透を時間の関数として示す線グラフ。
【図９】双方ともカフェインを皮膚に送達するために用いられる市販製品である、Ｎｕｘ
ｅから形成されたフィルム及びＥｌａｎｃｙｌから形成された第２のフィルムと比較した
、本開示のフィルムの一実施形態のブタの皮膚を通した累積カフェイン浸透を時間の関数
として示す線グラフ。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　本開示は、活性剤送達分散体（以下「分散体」という）、及び分散体から形成されるフ
ィルムを提供する。分散体中の活性剤及びフィルムは、それぞれ以下により詳細に説明さ
れる。
【０００８】
　分散体は、水と、水中に分散した複数のカプセル化粒子と、を含む。カプセル化粒子が
水中に分散した固体と記載される場合には、分散体は、更に、ゾル、懸濁液、ゲル、又は
コロイド溶液として定義され得る。コロイド溶液は、連続相に分散した１００ナノメート
ル未満のサイズの粒子を含む傾向がある。カプセル化粒子が液体と記載される場合には、
分散体は、水中油型（Ｏ／Ｗ）エマルション、油中水型（Ｗ／Ｏ）エマルション、水中油
中水型（Ｗ／Ｏ／Ｗ）エマルション、イオン性又は非イオン性エマルション、アニオン性
、カチオン性、又は両性エマルション、マイクロエマルション、ミニエマルション、多重
エマルション、人工エマルション、及び同様のものなどのエマルションとして更に定義さ
れ得る。
【０００９】
　分散体の水は、水道水、井戸水、精製水、脱イオン水、及びこれらの組み合わせであっ
てもよく、分散体のタイプに応じて様々な量で分散体中に存在してもよい。水は連続相で
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あってもよく、複数のカプセル化粒子は分散相であってもよい。種々の実施形態において
、水は、分散体１００重量部当たり１～９９、５～９５、１０～９０、１５～８５、２０
～８０、２５～７５、３０～７０、３５～６５、４０～６０、４５～５５、５～７０、１
０～７０、２０～７０、３０～７０、４０～７０、５０～７０、若しくは６０～７０重量
部、又は約５０重量部の量で存在する。あるいは、水は、複数のカプセル化粒子と活性剤
とを含む分散体の残部として存在する。
【００１０】
　１以上の補助溶媒が水と組み合わされてもよいことも想到される。補助的な溶媒は、親
水性及び極性であってもよく、アルコール、ＯＨ基を有する溶媒、エーテル、エステルな
どを挙げることができる。更に、水は、１種以上の薬物送達促進剤（プロピレングリコー
ル及びペンチレングリコールなど）、閉鎖剤（ペトロラタム及び鉱物油など）、若しくは
これら添加剤のいずれか、界面活性剤、又は以下により詳細に説明される他の成分と組み
合わされてもよい。
【００１１】
　複数のカプセル化粒子
　分散体は、１～９８重量％のカプセル化粒子を含み、この重量％は、分散体中の次の（
ａ）～（ｄ）の総重量を表す：（ａ）１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニ
ル基を有する第１のオルガノポリシロキサン、（ｂ）ヒドロシリル化触媒、（ｃ）１分子
当たり平均３個以上のケイ素結合水素原子を有するオルガノハイドロジェンシロキサン、
（ｄ）（ａ）第１のオルガノポリシロキサンと同じ又は異なる、１分子当たり少なくとも
２個のケイ素結合アルケニル基を有する第２のオルガノポリシロキサン、及びシリカを含
む層（それぞれ以下により詳細に説明される）。別の実施形態では、分散体は、１～８０
重量％のカプセル化粒子を含む。更に他の実施形態では、分散体は、分散体の総重量に対
して、５～７０重量％、１０～７０重量％、３０～７０重量％、１５～６５重量％、２０
～６０重量％、２５～５５重量％、３０～５０重量％、３５～４５重量％、又は２５～３
５重量％のカプセル化粒子を含む（即ち、（ａ）～（ｄ）の重量％）。あるいは、分散体
は、分散体の総重量に対して、７０～９０重量％、７５～９０重量％、８０～９０重量％
、８５～９０重量％、７５～８５重量％、８０～８５重量％、５～７５重量％、若しくは
約２５重量％、約３０重量％、約３５重量％、約４０重量％、又は約４５重量％のカプセ
ル化粒子を含む（即ち、（ａ）～（ｄ）の重量％）。
【００１２】
　カプセル化粒子のそれぞれのサイズ（例えば、直径）は特に限定されず、複数を構成す
るカプセル化粒子は、様々な粒度分布で存在し得る。カプセル化粒子は、当該技術分野に
おいて明確に定義されかつよく理解されているように、０．２～５００、０．５～５００
、１～４５０、５～４００、５０～３５０、１００～３００、１５０～２５０、又は２０
０～２５０マイクロメートルの、Ｄｖ（０．５）として報告される粒度分布を有する。他
の実施形態では、カプセル化粒子は、０．０２５～１、０．０５～１、０．１～１、０．
１～０．９、０．２～０．８、０．３～０．７、０．４～０．６、又は０．４～０．５マ
イクロメートルの、Ｄｖ（０．１）として報告される粒度分布を有する。更に他の実施形
態では、カプセル化粒子は、１～１０００、５０～９５０、１００～９００、１５０～８
５０、２００～８００、２５０～７５０、３００～７００、３５０～６５０、４００～６
００、４５０～５５０、又は４５０～５００マイクロメートルの、Ｄｖ（０．９）として
報告される粒度分布を有する。更なる実施形態では、カプセル化粒子は、０．０５～０．
７５マイクロメートルのＤｖ（０．１）、０．５～１００マイクロメートルのＤｖ（０．
５）、及び／又は２～７５０マイクロメートルのＤｖ（０．９）を有する。カプセル化粒
子のサイズは、Ｍａｌｖｅｒｎ　Ｍａｓｔｅｒｓｉｚｅｒなどのレーザー回折式粒度分布
計を使用して測定することができる。
【００１３】
　カプセル化粒子のそれぞれは、図１Ａ及び図１Ｂに示されるように、コアと、コアの周
り（例えば、周囲）に配置される層と、を含む。これらの図では、コアは「油」と標記さ
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れ、コアの周りに配置された層は「シリカ」と標記されている。用語「周りに配置された
」とは、コアの全て又は一部の周囲に配置された層を包含する。層は、通常は連続的であ
るが、所与の点で不連続であってもよい。層は、二酸化ケイ素（ＳｉＯ２）（伝統的に「
シリカ」という名で知られる）若しくは有機修飾シリカ（伝統的に「Ｏｒｍｏｓｉｌｓ」
という名で知られる）又はシリカハイブリッドなどのシリカを含む。有機修飾シリカ及び
／又はシリカハイブリッドの好適な例としては、一般式：［ＲＳｉ１．７５Ｏ３］ｎ又は
［Ｒ２Ｓｉ２Ｏ３］ｎ［式中、Ｒは有機基であり、ｎは少なくとも１の数である］を有す
る化合物が挙げられるが、これらに限定されない。一実施形態において、シリカは、シリ
カ（ＳｉＯ２）及びＣ２Ｈ５ＯＨを形成するテトラエチルオルトシリケート（ＴＥＯＳ）
と水との加水分解／縮合反応から形成される。
【００１４】
　複数のカプセル化粒子は、第１の集団と第２の集団とを含む。第１の集団において、カ
プセル化粒子のコアは、（ａ）１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を
有する第１のオルガノポリシロキサンと、（ｂ）ヒドロシリル化触媒と、を含む。第２の
集団において、カプセル化粒子のコアは、（ｃ）１分子当たり平均３個以上のケイ素結合
水素原子を有するオルガノハイドロジェンシロキサンと、（ｄ）（ａ）の第１のオルガノ
ポリシロキサンと同じ又は異なる、１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル
基を有する第２のオルガノポリシロキサンと、を含む。（ａ）～（ｄ）のそれぞれは、以
下により詳細に説明される。更に、（ａ）～（ｄ）の任意の１つ以上、及び本開示の分散
体、コア、層などに含まれる任意の添加剤又は追加化合物は、参照によりその全体が本明
細書に明示的に組み込まれる、２０１０年６月２８日出願のＰＣＴ／ＵＳ１０／４０１２
４に記載されているものと同じであっても異なっていてもよい。
【００１５】
　（ａ）第１のオルガノポリシロキサン－１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アル
ケニル基
　オルガノポリシロキサンは、（Ｒ３ＳｉＯ１／２）、（Ｒ２ＳｉＯ２／２）、（ＲＳｉ
Ｏ３／２）、又は（ＳｉＯ４／２）シロキシ単位から独立して選択されるシロキシ単位を
有するポリマーであり、式中、Ｒは炭化水素基であり得る。これらのシロキシ単位は、様
々な方法で組み合わされて、環状、直鎖状、又は分枝状構造を生成することができる。得
られるポリマー構造の化学及び物理的特性は、異なり得る。例えば、オルガノポリシロキ
サンは、揮発性流体、低粘度流体、高粘度流体／ガム、エラストマー、ゴム、又は樹脂で
あり得る。
【００１６】
　（ａ）１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第１のオルガノ
ポリシロキサンは、Ｒ２ＲｍＳｉＯ（４－ｍ）／２［式中、Ｒは、独立して、１～２０個
の炭素原子を有する炭化水素基であり、各Ｒ２は、例えば２～１２個の炭素原子を有する
一価のアルケニル基であり、ｍは０～２の数である］により表される少なくとも２個のシ
ロキシ単位を含む任意のオルガノポリシロキサン、又はオルガノポリシロキサンの混合物
から選択され得る。（ａ）１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有す
る第１のオルガノポリシロキサン、のＲ２アルケニル基は、ビニル、アリル、３－ブテニ
ル、４－ペンテニル、５－ヘキセニル、６－ヘプテニル、７－オクテニル、８－ノネニル
、９－デセニル、１０－ウンデセニル、４，７－オクタジエニル、５，８－ノナジエニル
、５，９－デカジエニル、６、１１－ドデカジエニル、及び４，８－ノナジエニルに代表
される。Ｒ２アルケニル基は、オルガノポリシロキサンの任意のモノ、ジ、又はトリシロ
キシ単位上に存在してもよく、例えば、（Ｒ２Ｒ２ＳｉＯ１／２）、（Ｒ２ＲＳｉＯ２／

２）、又は（Ｒ２ＳｉＯ３／２）上に存在してもよく、並びにＲ２置換基を有さない他の
シロキシ単位、例えば、（Ｒ３ＳｉＯ１／２）、（Ｒ２ＳｉＯ２／２）、（ＲＳｉＯ３／

２）、又は（ＳｉＯ４／２）シロキシ単位との組み合わせ［式中、Ｒは１～２０個の炭素
を有する炭化水素、あるいは１～１２個の炭素を有するアルキル基、あるいは１～６個の
炭素を有するアルキル基、あるいはメチルである。ただし、オルガノポリシロキサンには
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少なくとも２個のＲ２置換基が存在する］上に存在していてよい。１～２０個の炭素原子
を有する一価炭化水素基Ｒは、メチル、エチル、プロピル、ブチル、ヘキシル、オクチル
、及びデシルなどのアルキル基、シクロヘキシルなどの脂環式基、フェニル、トリル、及
びキシリルなどのアリール基、並びにベンジル及びフェニルエチルなどのアラルキル基に
代表される。
【００１７】
　（ａ）１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第１のオルガノ
ポリシロキサンとして好適なオルガノポリシロキサンの代表的な非限定的例としては、平
均式：（Ｒ２Ｒ２ＳｉＯ１／２）ｖ（Ｒ２ＳｉＯ２／２）ｘ、（Ｒ２Ｒ２ＳｉＯ１／２）

ｖ（Ｒ２ＳｉＯ２／２）ｘ（Ｒ２ＲＳｉＯ２／２）ｙ、（Ｒ２Ｒ２ＳｉＯ１／２）ｖ（Ｒ

２ＳｉＯ２／２）ｘ（ＲＳｉＯ３／２）ｚ、（Ｒ２Ｒ２ＳｉＯ１／２）ｖ（Ｒ２ＳｉＯ２

／２）ｘ（ＲＳｉＯ３／２）ｚ（ＳｉＯ４／２）ｗ、（Ｒ２Ｒ２ＳｉＯ１／２）ｖ（Ｓｉ
Ｏ２）ｗ（Ｒ２ＳｉＯ）ｘ、（Ｒ３ＳｉＯ１／２）ｖ（Ｒ２ＳｉＯ）ｘ（Ｒ２ＲＳｉＯ２

／２）ｙ、（Ｒ３ＳｉＯ１／２）ｖ（Ｒ２ＳｉＯ）ｘ（Ｒ２ＲＳｉＯ）ｙ、（Ｒ３ＳｉＯ

１／２）ｖ（Ｒ２ＳｉＯ）ｘ（Ｒ２ＲＳｉＯ）ｙ（ＲＳｉＯ３／２）ｚ、（Ｒ３ＳｉＯ１

／２）ｖ（Ｒ２ＳｉＯ）ｘ（Ｒ２ＲＳｉＯ）ｙ（ＳｉＯ２）ｗ、（Ｒ３ＳｉＯ１／２）ｖ

（Ｒ２ＳｉＯ）ｘ（Ｒ２ＲＳｉＯ）ｙ（ＳｉＯ２）ｗ（ＲＳｉＯ３／２）ｚ、及び／又は
（Ｒ３ＳｉＯ１／２）ｖ（Ｒ２ＳｉＯ）ｘ（Ｒ２ＳｉＯ３／２）ｚ［式中、ｖ≧２、ｗ≧
０、ｘ≧０、ｙ≧２、及びｚは≧０であり、Ｒ及びＲ２は上述した通りである］を有する
ものが挙げられる。
【００１８】
　（ａ）第１のオルガノポリシロキサンは、前述のオルガノポリシロキサンのいずれかの
混合物であってもよく、又は混合物を含んでもよい。（ａ）第１のオルガノポリシロキサ
ンの分子量は様々であってよく、限定されるものではない。しかしながら、分子量が大き
くなりすぎると、又は（ａ）第１のオルガノポリシロキサンが固体の場合、（ａ）第１の
オルガノポリシロキサンを取り扱う又はカプセル化粒子に組み込むのが困難となり得る。
したがって、好適な溶媒又はより粘性の低いシリコーン流体などの低分子量流体で（ａ）
第１のオルガノポリシロキサンを希釈するのが望ましい場合がある。（ａ）第１のオルガ
ノポリシロキサン、又は低分子量流体中の（ａ）第１のオルガノポリシロキサンの分散体
の粘度は、２５℃で測定した場合、１～１０，０００ｍＰａ・ｓ、あるいは、５０～１０
００ｍＰａ・ｓ、あるいは、１００～１０００ｍＰａ・ｓで様々であってもよい。
【００１９】
　種々の実施形態において、（ａ）第１のオルガノポリシロキサンは、トリメチルシロキ
シ末端ポリジメチルシロキサン－ポリメチルビニルシロキサンコポリマー、ビニルジメチ
ルシロキシ末端ポリジメチルシロキサン－ポリメチルビニルシロキサンコポリマー、トリ
メチルシロキシ末端ポリジメチルシロキサン－ポリメチルヘキセニルシロキサンコポリマ
ー、ヘキセニルジメチルシロキシ末端ポリジメチルシロキサン－ポリメチルヘキセニルシ
ロキサンコポリマー、トリメチルシロキシ末端ポリメチルビニルシロキサンポリマー、ト
リメチルシロキシ末端ポリメチルヘキセニルシロキサンポリマー、ビニルジメチルシロキ
シ末端ポリジメチルシロキサンポリマー、及びヘキセニルジメチルシロキシ末端ポリジメ
チルシロキサンポリマーからなる群から選択され、それぞれ、１０～３００の重合度を有
し、あるいは２５℃にて１０～１０００ｍＰａ・ｓの粘度を有する。
【００２０】
　あるいは、（ａ）第１のオルガノポリシロキサンは、平均式：ＣＨ２＝ＣＨ（Ｍｅ）２

ＳｉＯ［Ｍｅ２ＳｉＯ］ｘ’Ｓｉ（Ｍｅ）２ＣＨ＝ＣＨ２、ＣＨ２＝ＣＨ－（ＣＨ２）４

－（Ｍｅ）２ＳｉＯ［Ｍｅ２ＳｉＯ］ｘ’Ｓｉ（Ｍｅ）２－（ＣＨ２）４－ＣＨ＝ＣＨ２

、又はＭｅ３ＳｉＯ［（Ｍｅ）２ＳｉＯ］ｘ’［ＣＨ２＝ＣＨ（Ｍｅ）ＳｉＯ］ｘ”Ｓｉ
Ｍｅ３［式中、Ｍｅはメチルであり、ｘ’≧０、あるいはｘは０～２００であり、あるい
はｘは１０～１５０であり、ｘ”≧２、あるいはｘ”は２～５０であり、あるいはｘ”は
２～１０である］を有するもののような、ビニル官能性末端ブロックポリジメチルシロキ
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サン（ビニルシロキサン）又はヘキセニル官能性末端ブロックポリジメチルシロキサン（
へキセニルシロキサン）から選択することができる。
【００２１】
　ビニル又はヘキセニル官能性ポリジメチルシロキサンを使用してもよく、非限定的な例
としては、ＤＯＷ　ＣＯＲＮＩＮＧ（登録商標）流体：ＳＦＤ　１２８、ＤＣ４－２７６
４、ＤＣ２－７８９１、ＤＣ２－７７５４、ＤＣ２－７８９１、及びＤＣ　２－７４６３
、ＳＦＤ－１１７、ＳＦＤ－１１９、ＳＦＤ　１２０、ＳＦＤ　１２９、ＤＣ　５－８７
０９、ＬＶ、２－７０３８、ＤＣ　２－７８９２、２－７２８７、２－７４６３、並びに
ジへキセニル末端ＤＣ７６９２、ＤＣ７６９７（Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｃｏｒｐｏｒ
ａｔｉｏｎ（Ｍｉｄｌａｎｄ、ＭＩ））が挙げられる。
【００２２】
　（ａ）第１のオルガノポリシロキサンは、第１の集団のコアの中に、参照によりその全
体が本明細書に明示的に組み込まれるＰＣＴ／ＵＳ１０／４０１２４（２０１０年６月２
８日出願）に記載されている量で含まれてもよい。
【００２３】
　（ｂ）ヒドロシリル化触媒
　（ｂ）ヒドロシリル化触媒は、白金、ロジウム、イリジウム、パラジウム、及び／又は
ルテニウムから選択される任意の好適なＶＩＩＩ族金属系触媒であることができる。本開
示で有用な触媒を含むＶＩＩＩ族金属は、例えば、ヒドロシリル化反応においてケイ素結
合水素原子とケイ素原子結合不飽和炭化水素基との反応を触媒することで知られるいずれ
のものであってもよい。本開示で使用するのに好ましいＶＩＩＩ族金属は、白金系触媒で
ある。いくつかの好ましい白金系触媒としては、白金金属、白金化合物、及び白金錯体が
挙げられるが、これらに限定されない。
【００２４】
　好適な（ｂ）ヒドロシリル化触媒の非限定的な例は、参照により本明細書に明示的に組
み込まれる米国特許第２，８２３，２１８号（一般に「スパイヤー（Speier）触媒」と呼
ばれる）及び米国特許第３，９２３，７０５号に記載されている。（ｂ）ヒドロシリル化
触媒は、参照により本明細書に明示的に組み込まれる、米国特許第３，７１５，３３４号
及び同第３，８１４，７３０号に記載されている「カーステッド（Karstedt）触媒」であ
ってもよい。カーステッド触媒は、典型的にはトルエンなどの溶媒中に約１重量％の白金
を含む、白金ジビニルテトラメチルジシロキサン錯体である。あるいは、（ｂ）ヒドロシ
リル化触媒は、参照により本明細書に明示的に組み込まれる米国特許第３，４１９，５９
３号に記載の、塩化白金酸と、末端脂肪族不飽和を含む有機ケイ素化合物と、を含んでも
よく、又はこれらの反応生成物であってもよい。あるいは、（ｂ）ヒドロシリル化触媒は
、同様に参照により本明細書に組み込まれる米国特許第５，１７５，３２５号に記載のよ
うに、塩化白金とジビニルテトラメチルジシロキサンとの中和錯体を含んでもよい。ある
いは、（ｂ）ヒドロシリル化触媒は、参照によりその全体が本明細書に明示的に組み込ま
れるＰＣＴ／ＵＳ１０／４０１２４（２０１０年６月２８日出願）に記載されている通り
であってもよい。
【００２５】
　更に好適であるが非限定的な（ｂ）ヒドロシリル化触媒としては、［Ｒｈ（Ｏ２ＣＣＨ

３）２］２、Ｒｈ（Ｏ２ＣＣＨ３）３、Ｒｈ２（Ｃ８Ｈ１５Ｏ２）４、Ｒｈ（Ｃ５Ｈ７Ｏ

２）３、Ｒｈ（Ｃ５Ｈ７Ｏ２）（ＣＯ）２、Ｒｈ（ＣＯ）［Ｐｈ３Ｐ］（Ｃ５Ｈ７Ｏ２）
、ＲｈＸ４

３［（Ｒ３）２Ｓ］３、（Ｒ２
３Ｐ）２Ｒｈ（ＣＯ）Ｘ４、（Ｒ２

３Ｐ）２Ｒ
ｈ（ＣＯ）Ｈ、Ｒｈ２Ｘ４

２Ｙ２
４、ＨａＲｈｂオレフィンｃＣｌｄ、Ｒｈ（Ｏ（ＣＯ）

Ｒ３）３－ｎ（ＯＨ）ｎ［式中、Ｘ４は、水素、塩素、臭素又はヨウ素であり、Ｙ２は、
メチル若しくはエチル、ＣＯ、Ｃ８Ｈ１４又は０．５　Ｃ８Ｈ１２などのアルキル基であ
り、Ｒ３は、アルキルラジカル、シクロアルキルラジカル又はアリールラジカルであり、
Ｒ２は、アルキルラジカル、アリールラジカル又は酸素置換ラジカルであり、ａは０又は
１であり、ｂは１又は２であり、ｃは１以上４以下の整数であり、ｄは２、３又は４であ
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り、ｎは０又は１である］などのロジウム触媒が挙げられる。Ｉｒ（ＯＯＣＣＨ３）３、
Ｉｒ（Ｃ５Ｈ７Ｏ２）３、［Ｉｒ（Ｚ４）（Ｅｎ）２］２、又は（Ｉｒ（Ｚ４）（Ｄｉｅ
ｎ）］２［式中、Ｚ４は、塩素、臭素、ヨウ素、又はアルコキシであり、Ｅｎはオレフィ
ンであり、Ｄｉｅｎはシクロオクタジエンである］などの任意の好適なイリジウム触媒を
使用してもよい。更に他の好適な（ｂ）ヒドロシリル化触媒は、米国特許第３，１５９，
６０１号、同第３，２２０，９７２号、同第３，２９６，２９１号、同第３，５１６，９
４６号、同第３，９８９，６６８号、同第４，７８４，８７９、同第５，０３６，１１７
号、及び同第５，１７５，３２５号、並びに欧州特許第０　３４７　８９５　Ｂ号に記載
されており、当該特許のそれぞれは参照により本明細書に明示的に組み込まれる。
【００２６】
　（ｂ）ヒドロシリル化触媒は、第１の集団のコア中で、第１及び第２の集団の組み合わ
せのコア１００万部当たり（ｐｐｍ）白金族金属元素０．００１重量部以上の量で用いら
れてもよい。（ｂ）ヒドロシリル化触媒の濃度は、少なくとも１重量部（ｐｐｍ）の白金
族金属元素の等量をもたらすことができ得る。１００万部当たり１～５００、あるいは５
０～５００、あるいは５０～２００の白金元素の等量をもたらすことができる濃度を用い
てもよい。一実施形態において、（ａ）オルガノポリシロキサンは、第１の集団のカプセ
ル化粒子のコアの総重量の９６～９８重量％の量で存在し、一方、（ｂ）ヒドロシリル化
触媒はフィルム中に約７９ｐｐｍの量で存在する。
【００２７】
　（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサン－１分子当たり平均３個以上のケイ素結合水
素原子
　オルガノハイドロジェンシロキサンは、少なくとも１個のＳｉＨを有するシロキシ単位
を有するオルガノポリシロキサンである。即ち、オルガノポリシロキサンの少なくとも１
個のシロキシ単位は、式：（Ｒ２ＨＳｉＯ１／２）、（ＲＨＳｉＯ２／２）、又は（ＨＳ
ｉＯ３／２）を有する。（ｃ）１分子当たり平均３個以上のケイ素結合水素原子を有する
オルガノハイドロジェンシロキサンは、特に限定されず、ケイ素結合水素原子（ＳｉＨ）
を含むあらゆるオルガノポリシロキサンを包含し得る。したがって、（ｃ）オルガノハイ
ドロジェンシロキサンは、（Ｒ３ＳｉＯ１／２）、（Ｒ２ＳｉＯ２／２）、（ＲＳｉＯ３

／２）、（Ｒ２ＨＳｉＯ１／２）、（ＲＨＳｉＯ２／２）、（ＨＳｉＯ３／２）、又は（
ＳｉＯ４／２）のシロキシ単位の任意の数を含んでいてよく、ただし、１分子中に平均し
て少なくとも２個のＳｉＨシロキシ単位が存在する。（ｃ）オルガノハイドロジェンシロ
キサンは、直鎖状又は分枝状のオルガノハイドロジェンシロキサン単独であっても、又は
、構造、粘度、平均分子量、シロキサン単位、及び／又は配列の少なくとも１つが異なる
２種以上の直鎖状又は分枝状のオルガノハイドロジェンシロキサンを含む組み合わせであ
ってもよい。特に限定されないが、（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンの粘度は、
２５℃で測定した場合に、３～１０，０００ｍＰａ・ｓ、あるいは３～１，０００ｍＰａ
・ｓ、あるいは１０～５００ｍＰａ・ｓであってもよい。
【００２８】
　（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンに存在するＳｉＨ単位の量は様々であっても
よく、ただし、１分子当たり少なくとも２個のＳｉＨ単位が存在する。（ｃ）オルガノハ
イドロジェンシロキサンに存在するＳｉＨ単位の量は、本明細書では、（ｃ）オルガノハ
イドロジェンシロキサン中の水素の重量％である％ＳｉＨとして表わされる。％ＳｉＨは
、０．０１～１０％、あるいは０．１～５％、あるいは０．５～２％で様々であってもよ
い。
【００２９】
　種々の実施形態において、（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンは、平均式：（Ｒ
３

３ＳｉＯ１／２）ａ（Ｒ４
２ＳｉＯ２／２）ｂ（Ｒ４ＨＳｉＯ２／２）ｃ［式中、Ｒ３

は水素又はＲ４であり、Ｒ４は、１～１０個の炭素原子を有する一価炭化水素基であり、
ａ≧２、ｂ≧０、あるいはｂ＝１～５００、あるいはｂ＝１～２００、ｃ≧２、あるいは
ｃ＝２～２００、あるいはｃ＝２～１００である］を有する。Ｒ４は、置換又は非置換の
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脂肪族又は芳香族ヒドロカルビルであってよい。一価の非置換脂肪族ヒドロカルビルは、
メチル、エチル、プロピル、ペンチル、オクチル、ウンデシル、及びオクタデシルなどの
アルキル基、並びにシクロヘキシルなどのシクロアルキル基に代表されるが、これらに限
定されない。一価の置換脂肪族ヒドロカルビルは、クロロメチル、３－クロロプロピル、
及び３，３，３－トリフルオロプロピルなどのハロゲン化アルキル基に代表されるが、こ
れらに限定されない。芳香族炭化水素基は、フェニル、トリル、キシリル、ベンジル、ス
チリル、及び２－フェニルエチルに代表されるが、これらに限定されない。
【００３０】
　他の実施形態において、（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンは、追加のシロキシ
単位を含んでいてもよく、平均式：（Ｒ３

３ＳｉＯ１／２）ａ（Ｒ４
２ＳｉＯ２／２）ｂ

（Ｒ４ＨＳｉＯ２／２）ｃ（Ｒ４ＳｉＯ３／２）ｄ、（Ｒ３
３ＳｉＯ１／２）ａ（Ｒ４

２

ＳｉＯ２／２）ｂ（Ｒ４ＨＳｉＯ２／２）ｃ（ＳｉＯ４／２）ｄ、（Ｒ３
３ＳｉＯ１／２

）ａ（Ｒ４
２ＳｉＯ２／２）ｂ（Ｒ４ＨＳｉＯ２／２）ｃ（ＳｉＯ４／２）ｄ（Ｒ４Ｓｉ

Ｏ３／２）ｅ［式中、各Ｒ３は独立して、水素原子又はＲ４であり、各Ｒ４は、独立して
、例えば１～１０個の炭素原子を有する一価ヒドロカルビルであり、ａ≧２、ｂ≧０、ｃ
≧２、ｄ≧０、及びｅ≧０である］を有していてもよく、あるいは、これらの任意の混合
物であってもよい。別の実施形態では、（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンは、平
均式：（ＣＨ３）３ＳｉＯ［（ＣＨ３）２ＳｉＯ］ｂ［（ＣＨ３）ＨＳｉＯ］ｃＳｉ（Ｃ
Ｈ３）３［式中、ｂ≧０、あるいはｂ＝１～２００、あるいはｂ＝１～１００、及びｃ≧
２、あるいはｃ＝２～１００、あるいはｃ＝２～５０である］を有するジメチル、メチル
水素ポリシロキサンから選択される。
【００３１】
　（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンは、第１の集団のコアに、参照によりその全
体が本明細書に明示的に組み込まれるＰＣＴ／ＵＳ１０／４０１２４（２０１０年６月２
８日出願）に記載される量で含まれてもよい。
【００３２】
　（ｄ）第２のオルガノポリシロキサン
　ここで（ｄ）第２のオルガノポリシロキサンを参照すると、このオルガノポリシロキサ
ンは、１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有し、（ａ）第１のオル
ガノポリシロキサンと同じでも異なっていてもよい。換言すれば、（ｄ）第２のオルガノ
ポリシロキサンは、上述されたもののうちのいずれか１つであってもよく、異なっていて
もよい。（ｄ）第２のオルガノポリシロキサンは、第１のコアに、参照によりその全体が
本明細書に明示的に組み込まれるＰＣＴ／ＵＳ１０／４０１２４（２０１０年６月２８日
出願）に記載される量で含まれてもよい。
【００３３】
　一実施形態では、［（ａ）第１のオルガノポリシロキサン及び／又は（ｄ）第２のオル
ガノポリシロキサン］並びに（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンは、３～１０と異
なるＳｉＨ：アルケニル基のモル比で分散体中に存在する。他の実施形態では、分散体中
の［（ａ）第１のオルガノポリシロキサン及び／又は（ｄ）第２のオルガノポリシロキサ
ン］並びに（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンの量は、１超過、あるいは１～１０
、あるいは１～４、あるいは２～３であるＳｉＨ：アルケニル基の望ましいモル比が達成
されるように調整されてもよい。
【００３４】
　一実施形態では、（ｄ）第２のオルガノポリシロキサンは、第２の集団のカプセル化粒
子のコアの５０～９４重量％の量で存在し、一方、（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキ
サンは、第２の集団のカプセル化粒子のコアの６～５０重量％の量で存在する。別の実施
形態では、（ｄ）第２のオルガノポリシロキサン及び（ｃ）オルガノハイドロジェンシロ
キサンは、３～１０、あるいは４～９、あるいは５～７と異なるＳｉＨ／アルケニル基の
モル比をもたらす。これらの比は、薄フィルムが適切な貯蔵安定性を提供するように分散
体の硬化を促進する傾向がある。
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【００３５】
　特定の理論に縛られることを意図しないが、直前で記載した（ｄ）第２のオルガノポリ
シロキサン及び（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンの量は、部分反応を促進し、よ
り効率的な全体的な硬化を促進すると考えられる。少量の（ｂ）ヒドロシリル化触媒は、
第２の集団のカプセル化粒子に浸透し、（ｄ）第２のオルガノポリシロキサンと（ｃ）オ
ルガノハイドロジェンシロキサンとの間の数種の反応を触媒することが理論づけられてい
る。
【００３６】
　分散体中のコロイド状シリケート粒子の存在は、分散体の貯蔵安定性を制限し得ること
も想到される。そうしたコロイドシリケート粒子は、テトラアルコキシシランなどの水反
応性シリコーン化合物を反応させる際の副生成物として形成され得る。貯蔵安定性は、コ
ロイド状のシリケート粒子の量を減らすことによって、あるいはコロイド状シリケート封
鎖剤の添加によってコロイド状シリケート粒子を非反応性にすることによって改善され得
る。本明細書で用いる「コロイド状シリケート封鎖剤」とは、反応又は凝固を最小限に抑
える又は防止するような方法で、コロイド状シリケート粒子と相互に作用する任意の化合
物を含み得る。コロイド状シリケート封鎖剤は、有機機能性シランであってもよい。一実
施形態において、有機機能性シランは第四級官能性トリアルコキシシランである。好適な
四級官能性トリアルコキシシランの代表的、非限定的な例としては、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉ
ｎｇ（登録商標）Ｑ９－６３４６、即ち、塩化セトリモニウムプロピルトリメトキシシラ
ンが挙げられる。コロイド状シリケート封鎖剤は、シリコーンポリエーテルであってもよ
い。シリコーンポリエーテルは市販されている。好適なシリコーンポリエーテルの代表的
な非限定的な例としては、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ（登録商標）１９０、１９３、及び２
－５６５７が挙げられる。コロイド状シリケート粒子及び様々なコロイド状シリケート封
鎖剤を除去する方法は、参照により本明細書に明示的に組み込まれる米国特許出願公開第
６１／０９６３９７号に更に開示されている。
【００３７】
　複数のカプセル化粒子の形成方法
　複数のカプセル化粒子は、当該技術分野において既知である任意の方法によって形成す
ることができる。一実施形態では、シリカ又はシリケート前駆体が油と混合されるゾル－
ゲル法（即ち、ｉｎ　ｓｉｔｕ重合法）が用いられる。ｉｎ　ｓｉｔｕ法の代表的な非限
定的な例は、それぞれが参照により本明細書に明示的に組み込まれる、米国特許第６，１
５９，４５３号、同第６，２３８，６５０号、及び同第６，３０３，１４９号、並びにＰ
ＣＴ国際公開特許ＷＯ　２００５／００９６０４に記載されているものである。別の実施
形態では、シリカ又はシリケート前駆体がエマルション重合プロセスで重合されるｅｘ－
ｓｉｔｕ法を用いる。かかる方法の代表的な非限定的な例は、参照により本明細書に明示
的に組み込まれるＰＣＴ国際公開特許ＷＯ０３／０６６２０９に記載されている。更なる
方法は、参照によりその全体が本明細書に明示的に組み込まれるＰＣＴ／ＵＳ１０／４０
１２４（２０１０年６月２８日出願）に記載されている。
【００３８】
　一実施形態において、複数のカプセル化粒子は、次の工程を含む方法を用いて調製され
る。
　Ｉ）（ａ）オルガノポリシロキサン、（ｂ）ヒドロシリル化触媒、（ｃ）オルガノハイ
ドロジェンシロキサン、及び／又は（ｄ）第２のオルガノポリシロキサンを含む油相を形
成し、この油相をカチオン性又は両性界面活性剤を含む水相（例えば、溶液）と組み合わ
せ、水中油型エマルションを形成する工程、
　ＩＩ）水反応性ケイ素化合物を水中油型エマルションに添加する工程であって、水反応
性ケイ素化合物は、例えば、テトラアルコキシシランを含む工程、及び
　ＩＩＩ）水反応性ケイ素化合物を水中油型エマルションの油／水界面で重合し、コアと
コアの周りに配置される層とを含む第１及び／又は第２の集団の粒子を形成する工程。
【００３９】
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　方法の前述の実施形態は、第１及び／又は第２の集団の複数のカプセル化粒子を形成す
るために、１回又は２回以上用いることができる。形成後、複数のカプセル化粒子の第１
及び第２の集団は、続いて、本開示の分散体を形成するために互いに混合され得る。
【００４０】
　工程（Ｉ）に関し、油相と、カチオン性又は両性界面活性剤の水溶液とは、水と上記の
複数のカプセル化粒子とを含む本開示の分散体と異なる水中油型エマルションを形成する
ように、一緒に混合されてもよい。混合及びエマルション形成は、エマルションの分野で
既知の任意の技術を用いて実行されてもよい。油相及び水溶液は、単純な攪拌技術を用い
て混合されてもよい。次に、水中油型エマルションの粒径を、水反応性ケイ素化合物を添
加する前に、当該技術分野において既知の任意の乳化装置によって減少させてもよい。有
用な乳化装置としては、ホモジナイザー、ソノレーター、回転子／固定子タービン、コロ
イドミル、マイクロフルーダイザー、攪拌翼、へリックス、及びこれらの組み合わせが挙
げられるが、これらに限定されない。中油型エマルションの粒径は、０．２～５００マイ
クロメートル又は０．５～１００マイクロメートルであり得る。
【００４１】
　油相と水相との重量比は４０：１～１：５０であり得る。あるいは、油相と水相との重
量比は２：１～１：３であり得る。油相を界面活性剤及び少量の水（例えば、油相に対し
て２．５～１０重量％）と混合して油中水型エマルションを形成し、剪断の際にこれを反
転させて水中油型エマルションにする転相法を用いることもできる。次に、追加の水を加
えて希釈することができる。一実施形態では、油相の密度と水相の密度とはほぼ同じであ
る。即ち、これら密度を「一致させる」。あるいは、これら密度は、互いの２％、１％、
又は０．５％以内であり得る。
【００４２】
　工程（ＩＩ）及び（ＩＩＩ）に関し、水反応性ケイ素化合物は１個以上のアルコキシ基
を含んでもよく、各アルコキシ基は、１～４個の炭素、あるいは１～２個の炭素を含んで
もよい。一実施形態において、水反応性ケイ素化合物は、モノマー形態で又は液体部分縮
合物若しくはオリゴマーとして用いることができるテトラエトキシシラン（ＴＥＯＳ）な
どのテトラルコキシシランとして更に定義される。テトラルコキシシランのアルキル基及
びアルコキシ基は、１～４個の炭素原子、又は１～２個の炭素原子を含んでいてもよい。
テトラルコキシシランは加水分解して、（ａ）、（ｂ）、（ｃ）、及び／又は（ｄ）の１
つ以上の乳化液滴の周囲にシリコーン物質の網状ポリマー、つまり３次元網目構造を形成
することができる。
【００４３】
　テトラアルコキシシランを、少なくとも２個、あるいは少なくとも３個のＳｉ－ＯＨ基
又はケイ素に結合した加水分解性基（例えば、ケイ素に結合したアルコキシ又はアシルオ
キシ基）を有する１種以上の水反応性ケイ素化合物と組み合わせて用いることができるこ
とが想到される。好適な水反応性ケイ素化合物の非限定的な例としては、アルキルトリア
ルコキシシラン（例えば、メチルトリメトキシシラン）又はその液状凝縮物／オリゴマー
が挙げられる。好適な加水分解性基の例としては、ケイ素原子に結合したアルコキシ基及
びアシルオキシ基が挙げられる。
【００４４】
　水反応性ケイ素化合物は、５０～１００重量％のテトラアルコキシシランと、０～５０
％のトリアルコキシシランとを含むことができる。あるいは、水反応性ケイ素化合物は、
少なくとも７５％、あるいは９０～１００％のテトラアルコキシシランを含んでいてもよ
い。他の実施形態では、水反応性ケイ素化合物は、四級化置換アルキル基などの有機官能
基を有するアルコキシシランを含む。１つの典型的な四級化アルコキシシランは、式：（
ＣＨ３Ｏ）３ＳｉＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２Ｎ＋（ＣＨ３）２（ＣＨ２）１７ＣＨ３Ｃｌ－を有
する。
【００４５】
　水反応性ケイ素化合物は、未希釈液として、若しくは有機溶媒の溶液として、又はエマ
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ルション形態で、水中油型エマルジョンに加えられてもよい。添加の間、水反応性ケイ素
化合物及び水中油型エマルションは、組み合わされること又は混合されることができる。
種々の実施形態において、水反応性ケイ素化合物中のテトラアルコキシシランの量は、エ
マルションの油相の重量を基準として６／１～１／１３、あるいは１．２／１～１／７．
３、あるいは１．３～１／６．１にわたる。
【００４６】
　テトラアルコキシシラン及び／又は水反応性ケイ素化合物は、酸性、中性又は塩基性の
ｐＨで行うことができる縮合反応によって、エマルションの油／水界面で重合されてもよ
い。縮合反応は、一般に周囲温度及び大気圧にて実施されるが、高温で、例えば、９５℃
まで、及び加圧又は減圧で、例えば、真空下で実施して縮合反応の間に生成する揮発性ア
ルコールを取り除くことができる。種々の実施形態において、工程（ＩＩＩ）は、テトラ
アルコキシシラン前駆体が油／水界面で加水分解及び縮合し、相間移動によってカプセル
化粒子をもたらす「ｅｘ－ｓｉｔｕエマルション重合」工程として更に定義され得る。
【００４７】
　水反応性ケイ素化合物の重合を促進することで知られる任意の触媒を工程（ＩＩＩ）の
間に加えて、コアの周りに配置される層を形成することが想到される。触媒は、油溶性有
機金属化合物、例えば、有機スズ化合物、具体的には、ジ有機スズジエステル、例えば、
ジメチルスズジ（ネオデカノエート）、ジブチルスズジラウレート若しくはジブチルスズ
ジアセテート、あるいはオクタン酸スズなどのカルボン酸スズなどの有機スズ化合物、又
はチタン酸テトラブチルなどの有機チタン化合物であってもよい。有機スズ触媒は、例え
ば、水反応性ケイ素化合物に対して０．０５～２重量％で用いることができる。有機スズ
触媒は、中性ｐＨにて効果的な触媒作用の利点を有する。触媒は、乳化液滴の表面での水
反応性ケイ素化合物の縮合を促進するために乳化の前に混合されてもよい。あるいは、触
媒は、層を固めてより不浸透性にするために、水反応性ケイ素化合物の添加の前に、若し
くは水反応性ケイ素化合物と同時に、又は水反応性ケイ素化合物の添加の後に用いること
ができる。しかしながら、コアのカプセル化は触媒なしで達成することができる。触媒は
、使用する場合には、希釈せず、又は炭化水素、アルコール、若しくはケトンなどの有機
溶媒の溶液として、あるいはエマルション若しくは懸濁液などの多相システムとして加え
ることができる。
【００４８】
　代替実施形態では、方法は次の工程Ａ～Ｇを含む。
　Ａ．（ａ）オルガノポリシロキサンと（ｂ）ヒドロシリル化触媒とを含む第１の油相を
形成する工程、
　Ｂ．第１の油相を界面活性剤を含む水相と組み合わせて、油／水界面を有する水中油型
エマルションを形成する工程、
　Ｃ．水中油型エマルションにテトラアルコキシシランを添加する工程、
　Ｄ．エマルションの油／水界面でテトラアルコキシシランを重合させて、カプセル化粒
子の第１の集団を形成する工程であって、カプセル化粒子の第１の集団のコアの周りに配
置される層はシリカである工程、
　Ｅ．（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンと（ｄ）第２のオルガノポリシロキサン
とを含む第２の油相を形成する工程、
　Ｆ．工程Ｂ～Ｄを繰り返して、カプセル化粒子の第２の集団を形成する工程であって、
カプセル化粒子の第２の集団のコアの周りに配置される層はシリカである工程、並びに
　Ｇ．カプセル化粒子の第１及び第２の集団を組み合わせて分散体を形成する工程。
【００４９】
　工程（Ａ）～（Ｇ）の１つ以上は、上記の工程（Ｉ）～（ＩＩＩ）の１つ以上と同じか
同様であってもよい。したがって、工程（Ｉ）～（ＩＩＩ）に関して上述された選択肢は
、工程（Ａ）～（Ｇ）の１つ以上にも適用することができる。それぞれ参照によりその全
体が本明細書に明示的に組み込まれる、米国特許第５，０３５，８３２号、及びＰＣＴ／
ＵＳ１０／４０１２４（２０１０年６月２８日出願）に記載のように、１つ以上のカチオ
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ン性界面活性剤、両性界面活性剤、非イオン性界面活性剤、及び／又は他の添加剤を使用
してもよい。
【００５０】
　活性剤
　活性剤に戻って参照すると、用語「活性剤」は特に限定されず、例えば、薬物、治療薬
等の薬学的活性剤を指すことができる。一実施形態では、活性剤送達分散体は、代わりに
薬物送達分散体と言うこともできる。活性剤は親水性又は親油性であり得、更に、親水性
薬物又は親油性薬物として定義され得る。一実施形態において、活性剤は更に、薬、医薬
品、又は薬剤として定義され、医療診断、治療法、薬物療法、又は疾病予防で使用するこ
とが意図されるあらゆる化学物質を含むことができる。あるいは、活性剤は更に、経皮的
に皮膚（例えば、哺乳類又は人間の皮膚）に投与することができる薬物として定義される
。しかしながら、活性剤はこれら用途に限定されないことを理解されたい。種々の実施形
態において、活性剤は、ニキビ剤、抗生物質、防腐剤、抗真菌薬、抗菌薬、抗菌剤、殺生
物剤、抗炎症薬、収斂剤、ホルモン剤、抗がん剤、禁煙組成物、心臓血管剤、ヒスタミン
遮断薬、気管支拡張剤、鎮痛剤、抗不整脈薬、抗ヒスタミン剤、α－Ｉ遮断剤、β遮断剤
、ＡＣＥ阻害剤、利尿薬、抗凝結薬、鎮痛剤、精神安定剤、抗けいれん薬、抗凝固薬、ビ
タミン、老化防止剤、胃潰瘍及び十二指腸潰瘍の治療薬、抗脂肪沈着剤、タンパク質分解
酵素、治癒因子、細胞成長栄養素、ペプチドなどから選択される。好適な活性剤の具体的
な非限定的な例としては、ペニシリン、セファロスポリン、テトラサイクリン、マクロラ
イド、エピネフリン、アンフェタミン、アスピリン、アセトアミノフェン、バルビツレー
ト、カテコールアミン、ベンゾジアゼピン、チオペンタール、コデイン、モルヒネ、プロ
カイン、リドカイン、ベンゾカイン、スルホンアミド、チコナゾール（ticonazole）、ペ
ルブテロール（perbuterol）、フロサミド（furosamide）、プラゾシン、プロスタグラン
ジン、サルブタモール、インドメチカン（indomethicane）、ジクロフェナク、グラフェ
ニン、ジピリダモール、テオフィリン及びレチノールが挙げられる。一実施形態において
、活性剤は、コールタール、タザロテン（tazarotene）、カルシポトリエン、カルシニュ
ーリン阻害剤（calicineurin inhibitors）、β－メタゾン、エタネルセプト、アダリム
マブ、インフリキシマブ、ピメクロリムス、プロピオン酸クロベタゾール、グリチルレチ
ン酸、亜鉛ピリチオン、硝酸ミコナゾール、酸化亜鉛、白色ワセリン、アリトレチノイン
、リアロゾール、ビモシアモース、ハイドロコルチゾン、クロベタゾール、トリアムシノ
ロン、フルオシノニド、β－メタゾン、モメタゾン、デソニド、アルクロメタゾン、ジフ
ロラゾン、アムシノニド、ピメクロリムス、タクロリムス、フオレート、メトロニダゾー
ル、テトラサイクリン、及びこれらの組み合わせの群から選択される。
【００５１】
　種々の実施形態において、活性剤は、次のうちの１つ以上である：スコポラミン、ニト
ログリセリン、クロニジン、エストラジオール、フェンタニール、ニコチン、ハビトロー
ル、テストステロン、リドカイン、エピネフィリン、イオントカイン（iontocaine）、ノ
ルエチンドロン（norethidrone）、エチニルエストラジオール、ノルエルゲストロミン、
レボノルゲストレル、オキシブチニン、テトラカイン、フェンタニールＨＣｌ、メチルフ
ェニデート、セレギリン、ロチゴチン、リバスチグミン、センテラアジアティカ、レタパ
ムリン、アレファセプト、ベンザマイシン（benzamycin）、エリスロマイシン、過酸化ベ
ンゾイル、Ａ型ボツリヌス毒素、セファゾリン、デキストロースｕｓｐ、グルコン酸クロ
ルヘキシジン、リン酸クリンダマイシン、ポドフィロックス（pokofilox）、デソニド、
アダパレン（adapalene）ゲル、ジリスロマイシン（dynabac）、エリデル、酢酸ノルエチ
ンドロン、ケトコナゾール、アゼライン酸、スルファセタミドナトリウム（sodium sulfa
cet amide）、テルビナフィン塩酸塩、β吉草酸ベタメタゾン、ブテナフィンＨＣｌ、ミ
ノキシジル、タクロリムス、ベカプレルミン、トレチノイン、ウステキヌマブ、チゲサイ
クリン、テラバンシン、レボセチリジン二塩酸塩（levocetirizine dihydrochloride）、
ナイアシンアミド、イブプロフェン、アセトアミノフェン、アスピリン、塩化銀、パンテ
ノール、クロトリマゾール、ビタミンＡ、サリチル酸、及び／又はデクスパンテノール。
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別の実施形態では、活性剤は、カフェイン、リドカイン、及びこれらの組み合わせから選
択される。活性剤が、リドカイン、ナイアシンアミド、イブプロフェン、塩化銀、カフェ
イン、及びこれらの組み合わせから選択され得ることも想到される。
【００５２】
　活性剤は、分散体の総重量に対して０．０１～２０重量％の量で分散体中に存在する。
種々の実施形態において、活性剤は、分散体の総重量に対して、０．０１～１０重量％、
０．５～２０重量％、１～２０重量％、２～１８重量％、３～１７重量％、４～１６重量
％、５～１５重量％、６～１３重量％、７～１２重量％、８～１１重量％、又は９～１０
重量％の量で存在する。他の実施形態では、活性剤は、１～５重量％、１～４重量％、１
～３重量％、１～２重量％、２～６重量％、２～５重量％、２～４重量％、２～３重量％
、３～６重量％、３～５重量％、３～４重量％、４～６重量％、４～５重量％、又は５～
６重量％の量で存在する。
【００５３】
　分散体中で、活性剤は複数のカプセル化粒子とは独立して水中に分散される。換言すれ
ば、活性剤は、カプセル化粒子の第１又は第２の集団の粒子のコア及び／又はコアの周り
に配置された層の中に分散されない。言い換えれば、活性剤は、複数のカプセル化粒子と
別に分散体の水中に分散される。活性剤は、水並びに／又はカプセル化粒子の第１及び／
若しくは第２の集団の前、後、又はこれらと同時に分散体に加えられてもよいことが想到
される。
【００５４】
　活性剤はまた、以下により詳細に説明されるように、フィルムの総重量に対して０．０
２～６０重量％の量でフィルム中に存在する。フィルム中では、活性剤は硬化オルガノポ
リシロキサン中に分散される。種々の実施形態において、活性剤はフィルム中に、０．０
５～６０重量％、１～６０重量％、１～５５重量％、５～５０重量％、１０～４５重量％
、１５～４０重量％、２０～３５重量％、又は２５～３０重量％の量で存在する。他の実
施形態では、活性剤は、フィルムの総重量に対して、０．５～２０重量％、１～２０重量
％、２～１８重量％、３～１７重量％、４～１６重量％、５～１５重量％、６～１３重量
％、７～１２重量％、８～１１重量％、又は９～１０重量％の量で存在する。
【００５５】
　分散体の物理的特性
　本開示の分散体は、任意の特定の物理的特性に限定されるものではない。しかしながら
、種々の実施形態において、分散体は、参照によりその全体が本明細書に明示的に組み込
まれるＰＣＴ／ＵＳ１０／４０１２４（２０１０年６月２８日出願）に記載のような安定
、成熟、及び／又は硬化速度を有する。
【００５６】
　フィルム（例えば、経皮フィルム）：
　本開示はまた、最初に記載したように、フィルム及びフィルムの製造方法を提供する。
フィルムは経皮フィルムであってもよい。経皮フィルムは、皮膚、典型的には無傷の皮膚
に適用されるフィルムとして当該技術分野において既知である。一実施形態では、経皮と
は、全身への分布のために皮膚を通して送達される活性剤の投与経路を指す。しかしなが
ら、フィルムはかかる実施形態に限定されず、１層、２層、又は多層フィルムとして更に
定義することができる。フィルムは、皮膚上で形成されてもよく、又は外部的に（例えば
、基材上で）形成された後、皮膚に適用されてもよい。
【００５７】
　フィルムは、物理的特性に関して特に限定されるものではないが、代わりにシートと言
うこともできる。種々の実施形態において、フィルムは、０．０００１～４０ｍｉｌ、０
．１～１ｍｍ、０．２～０．９ｍｍ、０．３～０．８ｍｍ、０．４～０．７ｍｍ、０．５
～０．６ｍｍ、０．２～０．４ｍｍ、０．０１～０．１ｍｍ、０．０３～０．０５ｍｍな
どの厚さを有する。フィルムは、複数のカプセル化粒子から形成された硬化オルガノポリ
シロキサンを、少なくとも４０、４５、５０、５５、６０、６５、７０、７５、８０、８
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５、９０、９５、又は９９重量％含む。この重量％はフィルムの総重量に基づく。硬化オ
ルガノポリシロキサンは、（ｂ）ヒドロシリル化触媒存在下での（ａ）第１のオルガノポ
リシロキサンと（ｄ）第２のオルガノポリシロキサンと（ｃ）オルガノハイドロジェンシ
ロキサンとの反応生成物を含む。フィルムはまた、硬化オルガノポリシロキサン中に分散
した活性剤を１～６０重量％含む。この重量％はフィルムの総重量％に基づく。用語「中
に分散した」は、硬化オルガノポリシロキサンの１以上の部分、又は硬化オルガノポリシ
ロキサン全体に分配された活性剤を含み得る。
【００５８】
　フィルムは、安定性、未反応オルガノポリシロキサン／オルガノハイドロジェンシロキ
サンの抽出画分、成熟／硬化速度、継続性、水蒸気（例えば、水）透過性、知覚特性、放
出速度、及び活性剤の総放出量などに関して特に限定されるものではなく、こうした特性
のそれぞれを用途に応じてカスタマイズすることができる。しかしながら、種々の実施形
態において、フィルムは、Ｂｒａｉｎ　ＫＲ，Ｗａｌｔｅｒｓ　ＡＷ，Ｗａｔｋｉｎｓｏ
ｎ　ＡＣ，Ｍｅｔｈｏｄ　ｏｆ　Ｓｔｕｄｙｉｎｇ　Ｐｅｒｃｕｔａｎｅｏｕｓ　Ａｂｓ
ｏｒｐｔｉｏｎ（Ｄｅｒｍａｔｏｌｏｇｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｔｒａｎｓｄｅｒｍａｌ　Ｆ
ｏｒｍｕｌａｔｉｏｎｓ；Ｄｒｕｇ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｐｈａｒｍａｃｅｕｔｉｃａｌ　
Ｓｃｉｅｎｃｅｓ　Ｓｅｒｉｅｓ　Ｖｏｌ．１１９，Ｍａｒｃｅｌ　Ｄｅｋｋｅｒ　Ｂａ
ｓｅｌ　２００２，ＩＳＢＮ：０８２４７９８８９９；ｐｐ．１９７～２９６）に記載の
人工膜を通したインビトロの放出試験によって測定した場合、活性剤の少なくとも８０、
８５、９０、９５、又は９９重量％を、皮膚又は別の好適な媒質に放出する。別の実施形
態では、フィルムは約１００％の活性剤を皮膚に放出する。他の実施形態では、フィルム
は、実施例に記載される方法によって測定した場合、洗浄なしで１～３０時間、５～２４
時間、８～２４時間、１２～２４時間、又は１８～２４時間の継続性を有する。あるいは
、フィルムは、洗浄なしで２４、２６、４８、又は６０時間以上の継続性を有することが
できる。この場合も同様に実施例に記載される方法によって測定した場合、フィルムは、
洗浄後に、直前に記載した継続値と同じ又は異なる継続性を有し得ることもまた想到され
る。フィルムはまた、実施例に記載の抽出及び方法によって測定した場合に、５、１０、
１５、２０、３０、４０、４５、５０、６０、８０、９０、１００、又は１２０分の硬化
時間の後に２０、１５、１０、又は５％未満の未反応オルガノポリシロキサン／オルガノ
ハイドロジェンシロキサンの可抽出物のパーセントを有し得る。更に、実施例に記載の抽
出及び方法によって測定した場合に、フィルムは、複数のカプセル化粒子が次の１つ以上
の期間老化された後に、前述の可抽出物のパーセントの値を有することができる：室温で
１週間、４５℃で１週間、室温で２週間、４５℃で２週間、室温で１ヶ月、４５℃で１ヶ
月、室温で２ヶ月、及び４５℃で２ヶ月。更に他の実施形態では、実施例に記載のＰａｙ
ｎｅ　Ｃｕｐ試験によって測定した場合に、フィルムは、１６０、１５０、１４０、１３
０、１２０、１１０、１００、９０、８０、７０、６０未満等の水蒸気透過性（ｇ／（時
間＊ｍ２）を有する。
【００５９】
　フィルムは、有色、不透明、透明、半透明などであり得ることも想到される。フィルム
は、皮膚上に配置されたときに比較的見えないように、無色又は透明であってもよい。フ
ィルムはまた、長さ、幅、又は厚さなどの寸法に関して特に制限されるものではない。更
に、１つ以上の独立したフィルムを互いに上に配置することができる。あるいは、フィル
ムの単一層を使用することができる。
【００６０】
　経皮フィルムとして使用する場合、フィルムを使用して皮膚に対する表面／審美的効果
を得ることができ、また、香りを拡散させるためにフィルムを使用することができる。経
皮フィルムは、シラミ及び他の寄生虫が皮膚を介して移動するのを防止するためのバリア
効果又は外部効果も有することができる。経皮フィルムは創傷及び瘢痕を保護することが
でき、また閉鎖用にカスタマイズすることができる。あるいは、経皮フィルムは、皮膚の
中／上のケラチンと共に界面効果を呈することができ、また、エモリエント／水和効果を
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有することができる。他の実施形態では、経皮フィルムは、鎮痛剤又は他の鎮静薬を皮膚
の１つ以上の層に局所的に送達することができる。
【００６１】
　追加成分
　上記の（ａ）～（ｄ）に加えて、第１及び／又は第２の集団のカプセル化粒子の任意の
１つ以上のコア、及び／又は分散体自体は、１つ以上の追加成分を含んでもよい。同様に
、フィルム自体は、上記を補足するための１つ以上の追加成分を含んでもよい。こうした
追加成分は、シリコーン又は有機物成分であってもよい。一実施形態において、これら成
分は、油に実質的に可溶性であり、水に実施的に不溶性である。好適な追加成分の非限定
的な例としては、揮発性シロキサン、ポリジメチルシロキサン流体、シリコーンエラスト
マー及び樹脂を含む高分子量（即ち、分子量＞１０００）シロキサンなどのシリコーン；
炭化水素オイル、ワックス、及びエモリエントなどの有機化合物、界面活性剤、増粘剤、
防腐剤、抗菌剤、香料、着色剤、着色標識、希釈剤、増量剤、賦形剤、ｐＨ緩衝液、安定
剤、防腐剤、界面活性剤、フッ化シリコーン、環状又は線状ポリジオルガノシロキサンな
どの加工助剤、生体接着材料、及び／あるいは、例えば、欧州特許出願第４６５，７４４
号に記載のもののような親水性、調整及び膨潤性成分又はポリマー（該出願はこれら成分
及びポリマーに関して参照することにより本明細書に明示的に組み込まれる）が挙げられ
る。他の非限定的な例としては、創傷用の吸収剤、アルギン酸、多糖類、ゼラチン、コラ
ーゲン、及び摩擦を低減することができる物質が挙げられる。更に他の非限定的な例とし
ては、吸収剤、固化防止剤、酸化防止剤、帯電防止剤、収斂剤、結合剤、緩衝剤、充填剤
、キレート剤、収斂剤、脱臭剤、エモリエント、塗膜形成要素、香味剤、湿潤剤、細胞融
解物質、保湿剤、閉鎖エンハンサー（occlusivity enhancer）、乳白剤、酸化及び還元剤
、浸透促進剤、可塑剤、防腐剤、漂白剤、調整剤、保護剤、滑り改善剤（slip modifier
）、可溶化剤、溶媒、日焼け止め剤、表面改質剤、界面活性剤及び乳化剤、懸濁化剤、増
粘剤、粘度調整剤、並びに紫外線吸収剤が挙げられる。好適な追加成分の更なる非限定的
な例としては、アルコール、脂肪族アルコール及びポリオール、アルデヒド、アルカノー
ルアミン、アルコキシル化アルコール（例えば、アルコール及び脂肪族アルコールのポリ
エチレングリコール（polyethylene glygol）誘導体）、アルコキシル化アミド、アルコ
キシル化アミン、アルコキシル化カルボン酸、塩を含むアミド（例えば、セラミド）、ア
ミン、塩を含むアミノ酸及びアルキル置換された誘導体、エステル、アルキル置換された
及びアシル誘導体、ポリアクリル酸、アクリルアミドコポリマー、アジピン酸コポリマー
、アルコール、アミノシリコーン、生物学的ポリマー及び誘導体、ブチレンコポリマー、
炭水化物（例えば、多糖類、キトサン及び誘導体）カルボン酸、カルボマー、エステル、
エーテル及びポリマーエーテル（例えば、ＰＥＧ誘導体、ＰＰＧ誘導体）、グリセリルエ
ステル及び誘導体、ハロゲン化合物、塩を含む複素環式の化合物、塩及びゴムを含む親水
性のコロイド及び誘導体（例えば、セルロース誘導体、ゼラチン、キサンタンガム、天然
ゴム）、イミダゾリン、無機の材料（例えば、粘土、ＴｉＯ２、ＺｎＯ）、ケトン（例え
ば、ショウノウ）、イセチオネート、ラノリン及び誘導体、有機塩、塩を含むフェノール
（例えば、パラベン）、リンの化合物（例えば、リン酸塩誘導体）、ポリアクリル酸塩及
びアクリレートコポリマー、タンパク質及び酵素誘導体（例えば、コラーゲン）、塩を含
む合成ポリマー、シロキサン及びシラン、ソルビタン誘導体、ステロール、スルホン酸及
び誘導体、及びワックス、サリチル酸、イオウ、ウンデシレン酸カルシウム、ウンデシレ
ン酸、ウンデシレン酸亜鉛、ポビドンヨード、アルコール、塩化ベンザルコニウム、塩化
ベンゼトニウム、過酸化水素、塩化メチルベンゼトニウム、フェノール、ポロキサマー１
８８、アセチルシステイン、アルブチン、アスコルビン酸、アスコルビン酸ポリペプチド
、ジパルミチン酸アスコルビル、アスコルビルメチルシラノールペクチン、パルミチン酸
アスコルビル、ステアリン酸アスコルビル、ＢＨＡ、ｐ－ヒドロキシアニソール、ＢＨＴ
、ｔ－ブチルヒドロキノン、カフェー酸、ツバキ科の油、キトサンアスコルビン酸、キト
サングリコール酸、キトサンサリチル酸、クロロゲン酸、システイン、システインＨＣＩ
、デシルメルカプトメチルイミダゾール、エリソルビン酸、ジアミルヒドロキノン、ジ－
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ｔ－ブチルヒドロキノン、ジセチルチオジプロピオネート、ジシクロペンタジエン／ｔ－
ブチルクレゾールコポリマー、三オレイン酸二ガロイル（digalloyl trioleate）、チオ
ジプロピオン酸ジラウリル、チオジプロピオン酸ジミリスチル、ジオレイルトコフェリル
メチルシラノール、イソクエルシトリン、ジオスミン、アスコルビン酸硫酸二ナトリウム
、ルチニル二硫酸二ナトリウム、チオジプロピオン酸ジステアリル、チオジプロピオン酸
ジトリデシル、没食子酸ドデシル、フェルラ酸エチル、フェルラ酸、ヒドロキノン、ヒド
ロキシアミンＨＣＩ、硫酸ヒドロキシアミン、チオグリコール酸イソオクチル、コジック
酸、マデカシコシド、アスコルビン酸マグネシウム、リン酸マグネシウムアスコルビル、
メラトニン、ルチニルコハク酸メトキシ－ＰＥＧ－７（methoxy-PEG-7 rutinyl succinat
e）、メチレンジ－ｔ－ブチルクレゾール、アスコルビン酸メチルシラノール、ノルジヒ
ドログアヤレト酸、没食子塩オクチル、フェニルチオグリコール酸、フロログルシノール
、アスコルビルトコフェリルリン酸カリウム、チオジグリコールアミド、亜硫酸カリウム
、没食子酸プロピル、ロスマリン酸、ルチン、アスコルビン酸ナトリウム、アスコルビル
／コレステリルリン酸ナトリウム、リン酸塩、重亜硫酸ソーダ、エリソルビン酸ナトリウ
ム、メタ二硫化ナトリウム、亜硫酸ナトリウム、チオグリコール酸ナトリウム、ソルビチ
ルフルフラール、ティーツリー（メラルーカアルテルニフォーリア）油、酢酸トコフェロ
ール、アスコルビン酸テトラヘキシルデシル、テトラヒドロジフェルロイルメタン、リノ
ール酸／オレイン酸トコフェロール、チオジグリコール、コハク酸トコフェロール、チオ
ジグリコール酸、チオグリコール酸、チオ乳酸、チオサリチル酸、チオタウリン、レチノ
ール、トコフェレス－５、トコフェレス１０、トコフェレス－１２、トコフェレス－１８
、トコフェレス－５０、トコフェロール、トコフェルソラン、リノール酸トコフェロール
、ニコチン酸トコフェロール、トコキノン、ｏ－トリルビグアニド、トリス（ノニルフェ
ニル）ホスファイト、ユビキノン、及びジブチルジチオカルバミン酸亜鉛、フェノールス
ルホン酸アルミニウム、フェノールスルホン酸アンモニウム、バクチオール、臭化ベンザ
ルコニウム、セチルリン酸ベンザルコニウム、塩化ベンザルコニウム、サッカリン酸ベン
ザルコニウム、塩化ベンゼトニウム、ポタシウムフェノキシド、ベンゾキシキン、塩化ベ
ンゾキソニウム、ビスピリチオン、ホウ酸、ブロモクロロフェン、カンファーベンザルコ
ニウムメトサルフェート、キャプタン、塩化セタルコニウム、臭化セテアラルコニウム、
臭化セテチルジモニウム、臭化セトリモニウム、塩化セトリモニウム、セトリモニウムメ
トサルフェート、サッカリン酸セトリモニウム、トシル酸セトリモニウム、塩化セチルピ
リジニウム、クロラミンｔ、クロルヘキシジン、二酢酸クロルヘキシジン、ジグルコン酸
クロルヘキシジン、クロルヘキシジン二塩酸塩、ｐ－クロロ－ｍ－クレゾール、クロロフ
ェン、ｐ－クロロフェノール、クロロチモール、クロロキシレノール、クロルフェネシン
、シクロピロクスオラミン、クリマゾール、クロフルカルバン、クロトリマゾール、コー
ルタール、コロイド状硫黄、ｏ－シメン－５－オール、酢酸デクアリニウム、塩化デクア
リニウム、ジイセチオン酸ジブロモプロパミジン、ジクロロベンジルアルコール、ジクロ
ロフェン、ジクロロフェニルイミダゾールジオキソラン、ジクロロ－ｍ－キシレノール、
ジヨードメチルトリルスルホン、ジメチロールエチレンチオ尿素、ジフェニルメチルピペ
ラジニルベンズイミダゾール、臭化ドミフェン、７－エチルビシクロオキサゾリジン、フ
ルオロサラン、ホルムアルデヒド、グルタラール、ヘキサクロロフェン、ヘキサミジン、
ジイセチオン酸ヘキサミジン、ヘキサミジンジパラベン、ヘキサミジンパラベン、ヘキセ
チジン、過酸化水素、ヒドロキシメチルジオキソアザビシクロオクタン、イクタモール、
イソプロピルクレゾール、塩化ラピリウム、臭化ラウルアルコニウム、塩化ラウルアルコ
ニウム、臭化ラウルトリモニウム、塩化ラウルトリモニウム、ラウルトリモニウムトリク
ロロフェノキシド、臭化ラウリルイソキノリニウム、サッカリン酸ラウリルイソキノリニ
ウム、塩化ラウリルピリジニウム、酸化第二水銀、メテナミン、塩化メテンアンモニウム
、塩化メチルベンゼトニウム、塩化ミリスタルコニウム、サッカリン酸ミリスタルコニウ
ム、臭化ミルトリモニウム、ノノキシノール－９ヨード、ノノキシノール－１２ヨード、
塩化オレアルコニウム、オキシキノリン、安息香酸オキシキノリン、硫酸オキシキノリン
、ＰＥＧ－２塩化ココベンゾニウム、ＰＥＧ－１０塩化ココベンゾニウム、ＰＥＧ－６ウ
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ンデシレネート、ＰＥＧ－８ウンデシレネート、フェノール、ｏ－フェニルフェノール、
フェニルサリチレート、ピロクトンオラミン、スルホスクシニルウンデシレネート、ｏ－
フェニルフェノールカリウム、サリチル酸カリウム、トロクロセンカリウム、プロピオン
酸、ＰＶＰ－ヨード、クオタニウム－８、クオタニウム－１４、クオタニウム－２４、フ
ェノールスルホン酸ナトリウム、ナトリウムフェノキシド、ｏ－フェニルフェノールナト
リウム、スルホン酸ナトリウムシェール油、ウスニン酸ナトリウム、チアベンダゾール、
２，２’－チオビス（４－クロロフェノール）、チラム、トリアセチン、トリクロカルバ
ン、トリクロサン、トリオクチルドデシルボレート、ウンデシレナミドプロピルアミンオ
キシド、ウンデシレネス－６、ウンデシレン酸、酢酸亜鉛、アスパラギン酸亜鉛（zinc 3
0 aspartate）、ホウ酸亜鉛、塩化亜鉛、クエン酸亜鉛、システイン酸亜鉛、ジブチルジ
チオカルバミン酸亜鉛、グルコン酸亜鉛、グルタミン酸亜鉛、乳酸亜鉛、フェノールスル
ホン酸亜鉛、亜鉛ピリチオン、硫酸亜鉛、及びウンデシレン酸亜鉛、ベンジルアルコール
、含油樹脂唐辛子（含油樹脂キダチ唐辛子）、サリチル酸メチル、ショウノウ、フェノー
ル、カプサイシン、杜松タール（プリックリージュニパータール）、フェノールナトリウ
ム（ナトリウムフェノキシド）、唐辛子（キダチ唐辛子）、メントール、レゾルシノール
、ニコチン酸メチル、及びテレビン油（テレピン）、過硫酸アンモニウム、過酸化カルシ
ウム、過酸化水素、過酸化マグネシウム、過酸化メラミン、臭素酸カリウム、カロ酸カリ
ウム、塩素酸カリウム、過硫酸カリウム、臭素酸ナトリウム、過酸化炭酸ナトリウム、塩
素酸ナトリウム、ヨウ素酸ナトリウム、過ホウ酸ナトリウム、過硫酸ナトリウム、二酸化
ストロンチウム、過酸化ストロンチウム、過酸化尿素、過酸化亜鉛、重亜硫酸アンモニウ
ム、亜硫酸アンモニウム、チオグリコール酸アンモニウム、チオ乳酸アンモニウム、シス
テマインＨＣｌ、システイン、システインＨＣｌ、チオグリコール酸エタノールアミン、
グルタチオン、チオグリコール酸グリセリル、チオプロピオン酸グリセリル、ヒドロキノ
ン、ｐ－ヒドロキシアニソール、チオグリコール酸イソオクチル、チオグリコール酸マグ
ネシウム、メルカプトプロピオン酸、メタ重亜硫酸カリウム、亜硫酸カリウム、チオグリ
コール酸カリウム、重亜硫酸ナトリウム、ヒドロ亜硫酸ナトリウム、ヒドロキシメタンス
ルホン酸ナトリウム、メタ重亜硫酸ナトリウム、亜硫酸ナトリウム、チオグリコール酸ナ
トリウム、チオグリコール酸ストロンチウム、スーパーオキシドジスムターゼ、チオグリ
セリン、チオグリコール酸、チオ乳酸、チオサリチル酸、ホルムアルデヒドスルホキシル
酸亜鉛、ヒドロキノン、アラントイン、酢酸アルミニウム、水酸化アルミニウム、硫酸ア
ルミニウム、カラミン、ココアバター、肝油、コロイダルオートミール、ジメチコーン、
グリセリン、カオリン、ラノリン、鉱油、ペトロラタム、サメ肝油、重炭酸ナトリウ
ム、タルク、マンサク、酢酸亜鉛、炭酸亜鉛、酸化亜鉛、アミノ安息香酸、シノキセート
、メトキシケイ皮酸ジエタノールアミン、ジガロイルトリオレエート、ジオキシベンゾン
、エチル４－［ビス（ヒドロキシプロピル）］アミノベンゾエート、グリセリルアミノベ
ンゾエート、ホモサレート、ジヒドロキシアセトンのラウソン（lawsone with dihydroxy
acetone）、アントラニル酸メンチル、オクトクリレン、オクチルメトキシケイ皮酸、オ
クチルサリチラート、オキシベンゾン、パジメート０、フェニルベンズイミダゾールスル
ホン酸、レッドペトロラタム、スルイソベンゾン、二酸化チタン、サリチル酸トロラミン
、アセトアミノサロール、アラトインＰＡＢＡ、ベンザルフタリド、ベンゾフェノン、ベ
ンゾフェノン１～１２、３－ベンジリデンカンファー、ベンジリデンカンファー、加水分
解コラーゲンスルホンアミド、ベンジリデンカンファースルホン酸、ベンジルサリシレー
ト、ボルネロン、ブメトリオゾール、ブチルメトキシジベンゾイルメタン、ブチルＰＡＢ
Ａ、セリア／シリカ、セリア／シリカタルク、シノキセート、ＤＥＡ－メトキシシンナメ
ート、ジベンゾオキサゾールナフタレン、ジ－ｔ－ブチルヒドロキシベンジリデンカンフ
ァー、ジガロイルトリオレエート、ジイソプロピルメチルシンナメート、ジメチルＰＡＢ
Ａエチルセテアリルジモニウムトシレート、ジオクチルブタミドトリアゾン、ジフェニル
カルボメトキシアセトキシナフトピラン、ジソジウムビスエチルフェニルトリアミノトリ
アジンスチルベンジスルホネート、ジソジウムジスチリルビフェニルトリアミノトリアジ
ンスチルベンジスルホネート、ジソジウムジスチリルビフェニルジスルホネート、ドロメ
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トリゾール、ドロメトリゾールトリシロキサン、エチルジヒドロキシプロピルＰＡＢＡ、
エチルジイソプロピルシンナメート、エチルメトキシシンナメート、エチルＰＡＢＡ、エ
チルウロカネート、エトロクリレンフェルラ酸、グリセリルオクタノエートジメトキシシ
ンナメート、グリセリルＰＡＢＡ、グリコールサリシレート、ホモサレート、イソアミル
ｐ－メトキシシンナメート、イソプロピルベンジルサリシレート、イソプロピルジベンゾ
イルメタン、イソプロピルメトキシシンナメート、メチルアントラニレート、メチルサリ
シレート、４－メチルベンジリデン、カンファー、オクトクリレン、オクトリゾール、オ
クチルジメチルＰＡＢＡ、オクチルメトキシシンナメート、オクチルサリシレート、オク
チルトリアゾン、ＰＡＢＡ、ＰＥＧ－２５　ＰＡＢＡ、ペンチルジメチルＰＡＢＡ、フェ
ニルベンズイミダゾールスルホン酸、ポリアクリルアミドメチルベンジリデンカンファー
、カリウムメトキシシンナメート、カリウムフェニルベンゾイミダゾールスルホネート、
レッドペトロラタム、ソジウムフェニルベンズイミダゾールスルホネート、ソジウムウロ
カネート、ＴＥＡ－フェニルベンゾイミダゾールスルホネート、ＴＥＡ－サリシレート、
テレフタルイリデンジカンファースルホン酸、二酸化チタン、トリＰＡＢＡパンテノール
、ウロカニン酸、並びにＶＡ／クロトネート／メタクリロキシベンゾフェノン－１コポリ
マーが挙げられる。前述の化合物の１つ以上が薬物、治療薬等などの薬学的活性剤であり
得る限り、かかる化合物を本開示の活性剤として使用できることが想到される。
【００６２】
　これら追加成分の１つ以上は、参照によりその全体が本明細書に明示的に組み込まれる
ＰＣＴ／ＵＳ１０／４０１２４（２０１０年６月２８日出願）に記載される量で用いるこ
とができる。種々の実施形態において、１つ以上の追加成分は、複数のカプセル化粒子の
重量及び／又はフィルムの重量の最大５０重量％の量で存在することができる。
【００６３】
　フィルムの製造方法：
　フィルムの製造方法は、分散体を基材（剥離ライナーなど）又は皮膚（例えば、哺乳類
又は人間の皮膚）に塗布する工程と、水を蒸発させる工程と、を含み得る。あるいは、水
の蒸発を促進させるために分散体を加熱してもよい。１種以上の破裂助剤を使用し得るこ
とも想到される。水を蒸発させる及び／又は破裂助剤を使用する目的は、（ｂ）ヒドロシ
リル化触媒の存在下で（ａ）第１のオルガノポリシロキサン及び（ｄ）第２のオルガノポ
リシロキサンを（ｂ）オルガノハイドロジェンシロキサンと反応させ、硬化させて、所与
の量の活性剤がその中に配置された硬化オルガノポリシロキサンを形成するために、複数
のカプセル化粒子の凝結、合体、及び破損／破裂（図２Ａ～図２Ｃ参照）を最大にするこ
とである。水は、１０、５、４、３、２、又は１分未満以内に蒸発することができる。
【実施例】
【００６４】
　一連の活性剤送達分散体（分散体１～３）を本開示に従って形成した。分散体１は、コ
アがビニルＰＤＭＳと白金触媒とを含むカプセル化粒子の第１の集団と、コアが同じビニ
ルＰＤＭＳとＳｉＨシロキサンとを含むカプセル化粒子の第２の集団と、を含む。分散体
１の複数のカプセル化粒子は、水中に約３０重量％にて存在する。分散体２は、カプセル
化粒子が水中で約５重量％に希釈された分散体１として更に定義される。分散体３は、カ
プセル化粒子が水中で約１重量％に希釈された分散体１として更に定義される。特に、分
散体１～３はいずれも、少なくとも最初は活性剤を含んでいない。
【００６５】
　未反応シリコーンの可抽出物のパーセント－第１の評価
　分散体１の様々な試料を、その中のカプセル化粒子を老化させるために次の期間及び次
の温度で老化させる：室温で１週間、４５℃で１週間、室温で２週間、４５℃で２週間、
室温で１ヶ月、４５℃で１ヶ月、室温で２ヶ月、及び４５℃で２ヶ月。
【００６６】
　老化の後、ケイ素を含まないグラシン紙の上に試料を広げ、ビニルＰＤＭＳとＳｉＨシ
ロキサンとが反応してフィルムを形成するように水を蒸発させる。より具体的には、各試
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料約２ｇを、自動フィルム塗布器（Ｂｒａｉｖｅ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓの型式４３４
０）を装着した１．２ｇ／ｍ２バーを使用して広げる。０から１２０分までの期間、ビニ
ルＰＤＭＳ及びＳｉＨシロキサンのパーセントを、３０ｍＬのメチルイソブチルケトン（
ＭＩＢＫ）を使用して決定する。更に、反応したビニルＰＤＭＳ及びＳｉＨシロキサンか
ら生じるグラシン紙上のシリコーン濃度を、Ｏｘｆｏｒｄ　Ｌａｂ　Ｘ－３０００を使用
してＸＲＦによって決定する。未反応／可抽出ビニルＰＤＭＳ及びＳｉＨシロキサンのパ
ーセントを、図３で表す可抽出物のプロットにプロットする。
【００６７】
　これらの評価の結果は、老化が、反応する／反応に失敗するビニルＰＤＭＳ及びＳｉＨ
シロキサンの総量に影響を与えることを示す。しかしながら、各評価において、１２０分
後に反応しないビニルＰＤＭＳ及びＳｉＨシロキサンの総量はほぼ同じように少量であり
、老化後もフィルムが非常に反応性であることを示している。
【００６８】
　未反応シリコーンの可抽出物のパーセント－第２の評価
　分散体１の更なる試料を４５℃で１週間老化させる。老化の後、カフェイン、リドカイ
ン、ビタミンＢ３、クロトリマゾール、サリチル酸、デクスパンテノール、及びＡｇＣｌ
（活性剤の例として）のうちの１つの様々な量を、個々の試料に加える。この時点で、活
性剤がビニルＰＤＭＳ及びＳｉＨシロキサンの硬化及び反応に与える影響を判定するため
に、これら試料からフィルムを形成する。より具体的には、これらの試料に関し、上述と
同じ方法を用いて更なる抽出物のプロットを作成する（図示せず）。続いて、グラシン紙
のコーティング後の抽出物のプロットの傾きを測定することによって、３分後及び１２０
分後の硬化率（即ち、反応度）を判定する。これらの評価の結果を下の表１に示し、値が
小さいほど反応度が高いことを示している。
【表１】

　これらの結果は、ほとんどの活性剤に関して、１２０分後の反応度が±約３％でほぼ同
じであることを示している。しかしながら、ビタミンＢ３を含む試料及びサリチル酸を含
む試料におけるビニルＰＤＭＳ及びＳｉＨシロキサンの反応度は他より高い。このことは
、硬化がわずかに阻害されたことを示すが、依然として許容範囲内である。
【００６９】
　Ｐａｙｎｅ　Ｃｕｐ試験
　周知のように、皮膚の湿潤は、少なくとも一部には含水量を増加させることによって達
成される。これは、皮膚からの水蒸気が失われるのを防ぐ閉鎖によって行うことができる
。分散体１から形成されたフィルムを、フィルムの閉鎖性を評価するためのＰａｙｎｅ　
Ｃｕｐ試験を用いて評価する。Ｃａｖｉｌｌｏｎ及びＫｅｌｏ－ｃｏｔｅ（これらは共に
瘢痕を治療する又は皮膚を保護するために用いられる市販製品である）から形成した２つ
の追加のフィルムも同様に評価する。より具体的には、Ｐａｙｎｅ　Ｃｕｐ試験は、温度
制御環境下で、水が入ったステンレス鋼製のカップの上に設置されたコラーゲン膜を利用
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する。経時的な水の重量損失は、蒸発計によって測定する経皮水分蒸散量（ＴＥＷＬ）と
直接比較することができる蒸発率を提供する。この場合、フィルムがその上に配置されて
いない対照コラーゲン膜を、分散体１から形成されたフィルム、Ｃａｖｉｌｌｏｎから形
成されたフィルム、又はＫｅｌｏ－ｃｏｔｅから形成されたフィルムをそれぞれが独立し
てその上に有するコラーゲン膜と一緒に評価する。Ｐａｙｎｅ　Ｃｕｐ試験の結果が図４
のグラフに示されており、分散体１から形成されたフィルムは、Ｃａｖｉｌｌｏｎ及びＫ
ｅｌｏ－ｃｏｔｅと同様に皮膚に対して閉鎖性でないことを示している。この閉鎖性は、
Ｃａｖｉｌｌｏｎ及びＫｅｌｏ－ｃｏｔｅから形成されたフィルムよりも、本開示のフィ
ルムの方が高い。
【００７０】
　継続性と洗浄の対比
　上述のように、分散体１及び分散体２から形成されたフィルム、及びＣａｖｉｌｌｏｎ
及びＫｅｌｏ－ｃｏｔｅから形成されたフィルムを、フィルムが人間の皮膚の上で「洗浄
される」回数と比較した場合の継続性を判定するために評価する。フィルムの継続性は、
フィルムの長続きする効果（即ち、「耐久」能力）を測定することによって評価し、これ
は赤外分光法によって検出可能である。
【００７１】
　より具体的には、分散体１及び２の試料及びＣａｖｉｌｌｏｎ及びＫｅｌｏ－ｃｏｔｅ
の試料を、ほぼ同じサイズ及び厚さのフィルムを形成するようにほぼ等しい量で、４人の
被験者の皮膚上に置く。フィルムの継続性を、洗浄前、１回目の洗浄後、２回目の洗浄後
、及び３回目の洗浄後に評価する。各洗浄は、３７℃の水道水を使用して皮膚を約５秒に
わたって濡らした後、約３ｍＬの０．５％　ＳＬＥＳ溶液を皮膚に適用し、試験部位の上
を１５回こすることによって完了する。継続性は、ＺｎＳｅ　４５°（平板）ＨＡＴＲサ
ンプリングアクセサリーを装着したＦＴ赤外（ＦＴＩＲ）Ｐｅｒｋｉｎ　Ｅｌｍｅｒ　Ｓ
ｐｅｃｔｒｕｍ　Ｏｎｅ分光計を用いて定量化される。ＦＴＩＲパラメーターは、解像度
２ｃｍ－１、バックグラウンドスキャン１６回、及びスペクトル範囲４０００ｃｍ－１～
６５０ｃｍ－１を含む。
【００７２】
　これら評価の結果は図５に示されており、分散体１から形成された経皮フィルムは、３
回洗浄後にフィルムの約５０％が皮膚に付着しているという、洗浄に対する良好な継続性
を提供することを示している。結果はまた、分散体１から形成された経皮フィルムは、フ
ィルムの約６５％が皮膚に付着しているという洗浄１回後の良好な継続性、及びフィルム
の約３０％が皮膚に付着しているという洗浄３回後の中程度の継続性を提供することを示
している。結果は、分散体２から形成された経皮フィルムは、こうした洗浄後に継続性が
わずかに低下することも示している。更に、結果は、本開示のフィルムが現在市販さてい
る製品と同じ耐水性を有することを示している。
【００７３】
　加えて、分散体１及び２を皮膚から離して評価すると、ＦＴ－ＩＲスペクトル（図示せ
ず）のアミドピークは低減し、非常に小さいピークとして現れる。加えて、大きなシリコ
ーンピークが示される。これは、分散体１及び２から形成された経皮フィルムは良好な等
質性を有し、適切な厚さで形成されていることを示唆している。
【００７４】
　継続性と時間の対比
　分散体２から形成されたフィルムを、イソデカンで５重量％に希釈されたＫｅｌｏ－ｃ
ｏｔｅ（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｂｉｏ－Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ，Ｉｎｃ．から活性剤送
達用組成物として市販されている）から形成されたフィルムと比較する。これらフィルム
を、洗浄しないこと以外は上で記載したのと同じ方法で評価する。これら評価の結果は図
６に示されており、分散体２から形成されたフィルムは、Ｋｅｌｏ－ｃｏｔｅと同様の継
続性プロファイルを有することを示している。
【００７５】
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　知覚特性評価
　分散体２から形成された追加のフィルム、及び（上記の）Ｋｅｌｏ－ｃｏｔｅから形成
された追加のフィルムを、粘着性、光沢、残留、油気（grease）、滑り性、及び平滑度を
判定するためにそれぞれ評価する。より具体的には、これらフィルムは、４人の被験者の
皮膚上で、ほぼ同じサイズ及び厚さに形成される。粘着度は一般に指を用いて評価され、
被験者は、鉱油標準と比較して非粘着性を判定し、ラノリン標準と比較して粘着性を判定
する。光沢は一般に、皮膚に反射する光の知覚量に基づいて評価する。高光沢は鉱油標準
と比較して判定する。低光沢はタルク標準と比較して判定する。残留は一般に、フィルム
の乾燥後に皮膚に残留している経皮フィルムの量に基づいて評価する。高残留は、ペトロ
ラタム標準と比較して判定する。低残留は、未処理の皮膚標準と比較して判定する。油気
は一般に、抵抗を有する粘着性で緻密なコーティングの知覚される存在に基づいて評価す
る。低油気は、タルク標準と比較して判定する。高油気は、ペトロラタム標準と比較して
判定する。滑り性は一般に、経皮フィルムにわたる指の移動の容易性に基づいて評価する
。高い滑り性（皮膚にわたって指を移動し易い）は、鉱油標準と比較して判定する。低い
滑り性（皮膚にわたって指を移動し難い）は、ラノリン標準と比較して判定する。平滑度
は一般に、経皮フィルムの知覚される平坦性、及びテクスチャの一様性に基づいて評価す
る。粗さ（即ち、低平滑度）は、研磨剤入りクレンザー標準と比較して判定する。高平滑
度は、タルク標準と比較して判定する。これら評価の結果は図７に平均化されてまとめら
れており、分散体１から形成されたフィルムは、Ｋｅｌｏ－ｃｏｔｅから形成されたフィ
ルムよりも有意に油気が少なくかつ粘着性が低いことを示している。
【００７６】
　ブタの皮膚を通した累積リドカイン送達
　リドカインの累積送達を評価するために、リドカイン１ｇと、フィルムを形成するため
に用いられる分散体３の試料９９ｇとを組み合わせる。比較例として、ＥＭＬＡからもフ
ィルムを形成し、このＥＭＬＡは、リドカイン／プリロカインを２．５％ずつ含有する５
％分散体であり、ＡＰＰ　Ｐｈａｒｍａｃｅｕｔｉｃａｌｓから販売されており、Ｅｕｔ
ｅｃｔｉｃ　Ｍｉｘｔｕｒｅ　ｏｆ　Ｌｏｃａｌ　Ａｎｅｓｔｈｅｔｉｃｓの省略形（Ｅ
ＭＬＡ）である。
【００７７】
　形成後、Ｆｒａｎｚ静電気拡散試験（static diffusion test）を用いてフィルム評価
する。この試験は、ブタの皮膚を介した／通した活性剤（リドカイン及びカフェインなど
）の経皮透過を評価するように設計されている。周知のように、皮膚を介する活性剤の透
過は、送達方法の影響を受ける可能性がある。Ｆｒａｎｚ静電気拡散試験は、その上に分
散体３から形成されたフィルムが配置されているブタの皮膚膜を使用し、またその上にＥ
ＭＬＡから形成されたフィルムが配置されているブタの皮膚膜を使用する。本質的に、Ｆ
ｒａｎｚ静電気拡散試験は、ブタの皮膚を通したリドカインの送達に関し、分散体３から
形成されたフィルムがＥＭＬＡから形成されたフィルムと同様に又はそれより良好に機能
するかどうかを測定する。これら評価の結果は図８に示されており、分散体３から形成さ
れたフィルムは、ＥＭＬＡから形成されたフィルムと同様に優れた性能を有することを示
している。
【００７８】
　ブタの皮膚を通した累積カフェイン送達
　カフェインの累積送達を評価するために、カフェイン１ｇと、分散体３の試料９９ｇと
、を組み合わせる。第１の比較例として、カフェイン２ｇを、カフェインを皮膚に送達す
るために用いられる市販製品であるＮｕｘｅの試料１００ｇに含ませる。第２の比較例と
して、カフェイン２．６ｇを、カフェインを皮膚に送達するために用いられる市販製品で
あるＥｌａｎｃｙｌの試料１００ｇに含ませる。分散体３、Ｎｕｘｅ、及びＥｌａｎｃｙ
ｌのそれぞれを使用して、上記と同じ方法でフィルムを形成する。上記と同じＦｒａｎｚ
静電気拡散試験を用いて、ブタの皮膚を通したカフェインの送達を評価する。これら評価
の結果は図９に示されており、分散体３から形成されたフィルムは、Ｎｕｘｅ及びＥｌａ
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ｎｃｙｌから形成されたフィルムとほぼ同じ性能を有することを示している。絶対量に関
しては、分散体３から形成されたフィルムのカフェイン送達量は少なく、その理由は、製
剤がカフェインを１％だけしか含有していないのに対し、ベンチマークは、それぞれ２及
び２．６％のカフェインを有するからである。適用量と比較すると、全製剤は同量のカフ
ェインを送達する。したがって、このデータは、分散体３から形成されたフィルムは市販
製品と同様に機能することを示す。
【００７９】
　要約すると、前述の結果は、本開示のフィルムは多くの市販製品とほぼ同様に、又はそ
れよりも更に良好に機能することを証明している。しかしながら、これらの結果は、本開
示のフィルムが、非閉鎖性、継続性、耐水性、皮膚送達、及び全体的な知覚特性に関して
予想外でかつ優れた結果を生じさせるという点で驚くべきものである。これらの結果を下
に要約する。
【表２】

【００８０】
　ブタの皮膚を通した累積イブプロフェン送達
　イブプロフェンの累積送達を評価するために、イブプロフェン１ｇを、フィルムを形成
するために用いた分散体１の試料５９ｇ、及びプロピレングリコール４０ｇと組み合わせ
る。比較例として、皮膚にイブプロフェンを送達するために用いられる市販製品であり、
かつイブプロフェンを５重量％含有する「Ｉｂｕｔｏｐ　Ｇｅｌ」からもフィルムを形成
する。
【００８１】
　上記と同じＦｒａｎｚ静電気拡散試験を用いて、ブタの皮膚を通したイブプロフェンの
送達を評価する。これら評価の結果は、分散体１から形成されたフィルムは、Ｉｂｕｔｏ
ｐ　Ｇｅｌから形成されたフィルムとほぼ同じ性能を有することを示している。絶対量に
関しては、分散体１から形成されたフィルムのイブプロフェン送達量は少なく、その理由
は、製剤がイブプロフェンを１％だけしか含有していないのに対し、Ｉｂｕｔｏｐ　Ｇｅ
ｌは５重量％のイブプロフェンを有するからである。適用量と直接比較すると、分散体１
から形成されたフィルムはより多くの量のイブプロフェンを送達する。したがって、この
データは、分散体１から形成されたフィルムは、Ｉｂｕｔｏｐ　Ｇｅｌから形成されたフ
ィルムよりも優れた性能を有することを示す。
【００８２】
　添付の特許請求の範囲が、詳細な説明に記述された明確で特定の化合物、組成物、又は
方法に限定されず、化合物、組成物、又は方法が、添付の特許請求の範囲内にある特定の
実施形態間で異なってもよいことを理解されたい。様々な実施形態の特定の特徴又は態様
を記載するために本明細書が依存するマーカッシュ群に関して、異なる結果、特別な結果
、及び／又は予期しない結果が、他の全てのマーカッシュ要素から独立したそれぞれのマ
ーカッシュ群の各要素から得られることを理解されたい。マーカッシュ群の各要素は、添
付の特許請求の範囲内の特定の実施形態に個別及び／又は個別に依存してもよく、適切な
根拠を提供する。
【００８３】
　前述の任意の値又は値の範囲は、±５％、±１０％、±１５％、±２０％、±２５％、
±３０％等だけ変化してもよいことを理解すべきである。値の任意の範囲は、その中の全
体及び／又は部分値の任意の範囲として定義され得ることを更に理解すべきである。また
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、本開示の種々の実施形態を記載する際に依存する任意の範囲及び部分範囲が、添付の特
許請求の範囲内に個別かつ集合的に入ることも理解されるべきであり、またかかる値が明
白に記載されていない場合でも、全体及び／又は部分値を含む全ての範囲を記載し、考慮
することが理解される。当業者であれば、列挙された範囲及び部分範囲が十分に本開示の
種々の実施形態を記述し可能にすること、そのような範囲及び部分範囲は更に関連した半
分、３分の１、４分の１、５分の１等と表現できることを容易に認識する。ほんの一例と
して、範囲「０．１～０．９」は、下の方の３分の１、即ち、０．１～０．３、中間の３
分の１、即ち、０．４～０．６、及び上の方の３分の１、即ち、０．７～０．９に更に詳
述でき、これらは、個別かつ集合的に添付の特許請求の範囲内であり、添付の特許請求の
範囲内の特定の実施形態に個別及び／又は集合的に依存され、適切な根拠を提供し得る。
更に、「少なくとも」、「より大きい」、「未満」、「以下」等の範囲を定義又は修飾す
る用語に関して、かかる用語が部分範囲及び／又は上限又は下限を含むことを理解された
い。別の例として、「少なくとも１０」の範囲は、本質的に、少なくとも１０～３５の部
分範囲、少なくとも１０～２５の部分範囲、２５～３５の部分範囲等を含み、各部分範囲
は、添付の特許請求の範囲内の特定の実施形態に個別及び／又は集合的に依存することが
あり、これに適切な根拠を提供する。最終的には、開示された範囲内の個々の数は、添付
の特許請求の範囲内の特定の実施形態に依存することができ、これに適切な根拠を提供す
る。例えば、範囲「１～９」は、様々な個々の整数、例えば、３、並びに小数点（又は分
数）を含む個別の数、例えば、４．１を含み、これは添付の特許請求の範囲内の特定の実
施形態に依存してもよく、これに適切な根拠を提供する。
【００８４】
　本開示は例示的に記載したものであり、使用されている用語は、限定するものではなく
、記述の単語の性質を意図するものであることを理解すべきである。前述した教示に照ら
して、本開示の多くの修正形態及び変形形態が考えられ、添付の特許請求の範囲内で、本
開示は具体的に記述されているものとは異なる方法で実現することができる。
【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】
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【図２Ｃ】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】
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【手続補正書】
【提出日】平成25年9月2日(2013.9.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ａ．水と、
　Ｂ．活性剤送達分散体の総重量に対して１～９８重量％の、水中に分散した複数のカプ
セル化粒子と、
　Ｃ．前記分散体の総重量に対して０．０１～２０重量％の、前記複数のカプセル化粒子
とは独立して前記水中に分散した活性剤と、
を含む活性剤送達分散体であって、
　前記粒子のそれぞれは、コアと、該コアの周りに配置されるシリカを含む層と、を含み
、
　前記複数のカプセル化粒子は、
　　（ｉ）前記コアが、
　　　（ａ）１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第１のオル
ガノポリシロキサン、及び
　　　（ｂ）ヒドロシリル化触媒、を含む、カプセル化粒子の第１の集団と、
　　（ｉｉ）前記コアが、
　　　（ｃ）１分子当たり平均３個以上のケイ素結合水素原子を有するオルガノハイドロ
ジェンシロキサン、及び
　　　（ｄ）前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンと同じ又は異なる、１分子当たり
少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第２のオルガノポリシロキサン、を含
む、カプセル化粒子の第２の集団と、
　を含む、活性剤送達分散体。
【請求項２】
　前記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンの前記ケイ素結合水素原子が、前記（ａ
）第１のオルガノポリシロキサンの前記ケイ素結合アルケニル基とのモル比約１～約４で
存在する、請求項１に記載の分散体。
【請求項３】
　前記成分（ｃ）のケイ素結合水素原子が、前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンの
前記ケイ素結合アルケニル基とのモル比約３～約１０で存在する、請求項１に記載の分散
体。
【請求項４】
　前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンが、それぞれが独立して平均式：Ｒ２ＲｍＳ
ｉＯ（４－ｍ）／２

［式中、各Ｒが独立して、１～２０個の炭素原子を有する炭化水素基であり、
　各Ｒ２が、一価のアルケニル脂肪族基であり、
　ｍが０～２の数である］
を有する１分子当たり少なくとも２個のシロキサン単位を含む、請求項１～３のいずれか
一項に記載の分散体。
【請求項５】
　前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンが、
　ＣＨ２＝ＣＨ（Ｍｅ）２ＳｉＯ［Ｍｅ２ＳｉＯ］ｘ’Ｓｉ（Ｍｅ）２ＣＨ＝ＣＨ２、
　ＣＨ２＝ＣＨ－（ＣＨ２）４－（Ｍｅ）２ＳｉＯ［Ｍｅ２ＳｉＯ］ｘ’Ｓｉ（Ｍｅ）２

－（ＣＨ２）４－ＣＨ＝ＣＨ２、又は
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　Ｍｅ３ＳｉＯ［（Ｍｅ）２ＳｉＯ］ｘ’［ＣＨ２＝ＣＨ（Ｍｅ）ＳｉＯ］ｘ”ＳｉＭｅ

３

［式中、Ｍｅがメチルであり、ｘ’≧０、及びｘ”≧２である］
として更に定義される平均式を有する、請求項１～３のいずれか一項に記載の分散体。
【請求項６】
　前記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンが、平均式：（Ｒ３

３ＳｉＯ１／２）ａ

（Ｒ４
２ＳｉＯ２／２）ｂ（Ｒ４ＨＳｉＯ２／２）ｃ

［式中、各Ｒ３が独立して、水素原子又はＲ４であり、
　各Ｒ４が独立して、１～１０個の炭素原子を有する一価ヒドロカルビルであり、
　ａ≧２、ｂ≧０、及びｃ≧２である］
を有する、請求項１～５のいずれか一項に記載の分散体。
【請求項７】
　前記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンが、平均式：（ＣＨ３）３ＳｉＯ［（Ｃ
Ｈ３）２ＳｉＯ］ｂ［（ＣＨ３）ＨＳｉＯ］ｃＳｉ（ＣＨ３）３

［式中、ｂ≧０、及びｃ≧２である］
を有するジメチル・メチル水素ポリシロキサンとして更に定義される、請求項１～５のい
ずれか一項に記載の分散体。
【請求項８】
　Ａ．前記（ａ）オルガノポリシロキサンと、前記（ｂ）ヒドロシリル化触媒と、を含む
、第１の油相を形成する工程と、
　Ｂ．前記第１の油相を、界面活性剤を含む水相と組み合わせて、油／水界面を有する水
中油型エマルションを形成する工程と、
　Ｃ．前記水中油型エマルションにテトラアルコキシシランを添加する工程と、
　Ｄ．前記エマルションの油／水界面で前記テトラアルコキシシランを重合させて、前記
カプセル化粒子の第１の集団を形成する工程であって、前記カプセル化粒子の第１の集団
の前記コアの周りに配置される層はシリカである工程と、
　Ｅ．前記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンと前記（ｄ）第２のオルガノポリシ
ロキサンとを含む第２の油相を形成する工程と、
　Ｆ．工程Ｂ～Ｄを繰り返して、前記カプセル化粒子の第２の集団を形成する工程であっ
て、前記カプセル化粒子の第２の集団の前記コアの周りに配置される層はシリカである工
程と、
　Ｇ．前記カプセル化粒子の第１及び第２の集団を組み合わせて分散体を形成する工程と
、
を含む、請求項１～７のいずれか一項に記載の分散体の形成方法。
【請求項９】
　Ａ．前記フィルムの総重量に対して少なくとも４０重量％の硬化オルガノポリシロキサ
ンと、
　Ｂ．前記フィルムの総重量に対して０．０２～６０重量％の、前記硬化オルガノポリシ
ロキサン中に分散した活性剤と、を含み、
　前記硬化オルガノポリシロキサンは、それぞれがコアと、該コアの周りに配置されるシ
リカを含む層とを含む複数のカプセル化粒子から形成され、
　前記複数のカプセル化粒子は、
　　（ｉ）前記コアが、
　　　（ａ）１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第１のオル
ガノポリシロキサン、及び
　　　（ｂ）ヒドロシリル化触媒、を含む、カプセル化粒子の第１の集団と、
　　（ｉｉ）前記コアが、
　　　（ｃ）１分子当たり平均３個以上のケイ素結合水素原子を有するオルガノハイドロ
ジェンシロキサン、及び
　　　（ｄ）前記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンと同じ又は異なる、１分子当たり
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少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第２のオルガノポリシロキサン、を含
む、カプセル化粒子の第２の集団と、
　を含み、
　前記硬化オルガノポリシロキサンが、前記（ｂ）ヒドロシリル化触媒の存在下での、前
記（ａ）第１のオルガノポリシロキサンと前記（ｄ）第２のオルガノポリシロキサンと前
記（ｃ）オルガノハイドロジェンシロキサンとの反応生成物を含む、
任意に経皮フィルムであるフィルム。
【請求項１０】
　任意に経皮フィルムであり、前記フィルムの総重量に対して少なくとも４０重量％の硬
化オルガノポリシロキサンと、前記フィルムの総重量に対して１～６０重量％の、前記硬
化オルガノポリシロキサン中に分散した活性剤と、を含む、フィルムの形成方法であって
、
　前記方法が、前記フィルムを形成するために分散体を基材に塗布する工程を含み、
　該分散体は、
　Ａ．水と、
　Ｂ．前記分散体の総重量に対して１～９８重量％の、水中に分散した複数のカプセル化
粒子と、
　Ｃ．前記分散体の総重量に対して０．１～２０重量％の、前記複数のカプセル化粒子と
は独立して水中に分散した活性剤と、
を含み、
　該粒子のそれぞれが、コアと、該コアの周りに配置されるシリカを含む層とを含み、
　該複数のカプセル化粒子は、
　　（ｉ）前記コアが、
　　　（ａ）１分子当たり少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第１のオル
ガノポリシロキサン、及び
　　　（ｂ）ヒドロシリル化触媒、を含む、カプセル化粒子の第１の集団と、
　　（ｉｉ）前記コアが、
　　　（ｃ）１分子当たり平均３個以上のケイ素結合水素原子を有するオルガノハイドロ
ジェンシロキサン、及び
　　　（ｄ）前記（ａ）の第１のオルガノポリシロキサンと同じ又は異なる、１分子当た
り少なくとも２個のケイ素結合アルケニル基を有する第２のオルガノポリシロキサン、を
含む、カプセル化粒子の第２の集団と、
を含む、フィルムの形成方法。
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